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序     文 
 

セネガル共和国のタンバクンダ州及びケドゥグ州は、同国の東南部に位置し、国土の約 1/3（約

20 万㎢）を占める広大な地域であるものの、貧困率が高く、保健関連指標も全国平均と比較して

総じて低い状態にあります。このような状況のなか、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、セ

ネガル共和国政府とともに 2007 年から 2011 年にかけて「タンバクンダ州及びケドゥグ州保健シ

ステム強化プログラム」を実施し、医療施設や医療人材といった基盤の整備、保健システムのマ

ネジメント強化、さらには母子保健サービスの質の向上に取り組んでまいりました。また、現在

は、これら 2 州の経験・成果を全国展開することをめざし、「保健システム強化プログラムフェ

ーズ 2（2012-2016）」を実施しています。 
「タンバクンダ州及びケドゥグ州保健システムマネジメント強化プロジェクト」はこれらプロ

グラムの中核を成すマネジメント強化に資する技術協力プロジェクトとして、2011 年 3 月から 3
年間の期間で開始されました。州医務局及び保健区の計画策定・モニタリング評価能力の向上や

保健人材や医薬品、保健情報といったリソース管理能力の向上を通じて、行政官のマネジメント

能力を強化し、ひいては保健医療サービスの質を持続的に向上させることを目標としています。 
今般、本プロジェクトが 2014 年 2 月に終了を迎えるにあたり、JICA は 2013 年 11 月 21 日から

同年 12 月 5 日に終了時評価調査団を派遣し、セネガル共和国政府とのあいだでプロジェクト目

標の達成状況や、進捗状況や教訓につき確認しました。 
本報告書は、同調査の結果をまとめたものであり、今後の関連するプロジェクトの実施・運営

にあたり広く活用されることを願うものです。 
ここに、本調査にご協力頂きました内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表すとともに、

引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 
 
平成 26 年 7 月 

 
独立行政法人国際協力機構 
セネガル事務所長 加藤 隆一 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：セネガル共和国 案件名：タンバクンダ州及びケドゥグ州保健

システムマネジメント強化プロジェクト 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：セネガル事務所 協力金額（評価時点）：5.1 億円 

協力期間 （R/D） 
2011 年 3 月～2014 年 2 月（3 年間）

先方関係機関：保健社会活動省、タンバクン

ダ州及びケドゥグ州医務局 

日本側協力機関：アイ・シー・ネット株式会

社 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

セネガル共和国（以下、「セネガル」と記す）は、1 人当たり国民総所得（GNI）1,030 米ド

ル（世銀 2012 年）の低所得国であり、国連開発計画（United Nations Development Programme：
UNDP）による人間開発指標による順位では 187 カ国中 154 位（2013 年）に位置づけられる低

位人間開発国である。同国は、経済社会政策文書（DPES）2011-2015 及び国家保健開発計画（Plan 
National de Développement Sanitaire：PNDS）2008-2019 において、ミレニアム開発目標（Millennium 
Development Goals：MDGs）の達成を目標の一つに掲げるとともに、そのための戦略の一つと

して成果重視マネジメント（Gestion axées sur les résultats）による政策実施を謳っているが、5
歳未満児死亡率（MDG4）や妊産婦死亡率（MDG5）は、サブサハラアフリカ平均を下回って

はいるものの依然として MDGs 達成には程遠い〔MDG 目標値はそれぞれ 46 対出生 1,000、170
対出生 10 万であるのに対して、現状はそれぞれ全国平均 72 対出生 1,000、392 対出生 10 万（人

口保健調査 DHS12012）〕。 
本プロジェクトの対象地域であるタンバクンダ州及びケドゥグ州は同国の南東部に位置し、

国土の約 39％（約 7 万 5,000km2）を占める広大な地域であるが、貧困率が高く、保健指標も全

国平均に比較して悪い〔5 歳未満児死亡率はタンバクンダ州で 100 対出生 1,000、ケドゥグ州で

154 対出生 1,000（DHS2012）〕。また、施設分娩率についても、全国平均が 72.8％であるのに対

して、タンバクンダ州では 45.2％、ケドゥグ州では 32.4％となっている。 
日本はセネガル側とともに 2005 年、これら 2 州を日本の保健分野の協力の重点地域に設定

し、2007 年から保健社会活動省（以下「保健省」）とともに「タンバクンダ州及びケドゥグ州

保健システム強化プログラム（2007-2011）」を実施した。現在は同プログラムの成果を全国展

開することを視野に、技術協力プロジェクト 2 件（「母子保健サービス改善プロジェクト（Projet 
de Renforcement des Soins de Santé Maternelle et Néonatale：PRESSMN）フェーズ 2」及び「タン

バクンダ州及びケドゥグ州保健システムマネジメント強化プロジェクト」）と無償資金協力 1
件（「国立保健医療・社会開発学校 母子保健実習センター建設計画」）を主要コンポーネント

とする「保健システム強化プログラム（2012-2016）」を実施している。この協力プログラムに

おいては、まず医療施設や医療人材といった基盤の強化、次に保健システムのマネジメントの

                                                        
1 Demographic Health Survey 
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強化、そしてこれら強化された保健システムに依拠しながら、ジェンダー平等推進の視点に基

づく「人間的なお産/継続ケア」のコンセプトの実践を可能とするような、母子保健サービスの

質の向上が最終的にめざされている。 
この協力プログラムの一環を成すものとして、本プロジェクト「タンバクンダ州及びケドゥ

グ州保健システムマネジメント強化プロジェクト」は、州レベルでの保健行政及び医療施設に

おけるマネジメント、特に州保健行政における計画策定及びモニタリング評価や、医療施設に

おけるリソース管理に係る能力を強化することを目的としてセネガル政府より要請され、2011
年 3 月から 3 年間の予定で実施されている。 
 
１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
タンバクンダ州及びケドゥグ州の住民の健康状態が向上する。 

 
（2）プロジェクト目標 

タンバクンダ州及びケドゥグ州の州医務局及び保健区において、成果重視マネジメント2

能力が強化される。 
 
（3）プロジェクト目標指標 

指標１．2013 年の年間活動計画書（Plan de Travail Annuel ：PTA）が、PTA 運用ガイドラ

イン記載の八つのステップに基づき作成される。 
指標２．2013 年の活動が、PTA 運用ガイドライン記載の七つのステップに基づきモニタリ

ングされる。 
指標３．2013 年の活動実績が、PTA 運用ガイドライン記載の三つのステップに基づき評価

される。 
指標４．2013 年までに、5S-KAIZEN-TQM（Total Quality Management：統合的品質管理）

活動が、標準化された基準とツールに基づきモニタリングされる。 
指標５．2013 年までに、各保健区において、リソース（人材、会計・財務、医薬品・医療

資機材、施設・設備）管理の改善が、既存の法や規定に従う形で、ガイドライン

やツールに基づいて計画・実施される。 
 
（4）成 果 

１．州医務局及び保健区における計画策定及びモニタリング評価（Monitoring and 
Evaluation：M&E）の能力が向上する。 

２．州医務局及び保健区のリソース（人材、会計・財務、医薬品・医療資機材、施設・設

備）管理能力が向上する。 
３．プロジェクトの経験がタンバクンダ州及びケドゥグ州内外で共有される。 

 

                                                        
2 セネガル国家保健開発計画（PNDS）2008-2019に明記されるコンセプト。望まれる成果に焦点を当て、意思決定プロセスを

改善すべく関連情報を適切に活用しながら政策を実施・管理することを意味する。 
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（5）投入（2013 年 11 月時点） 
（日本側） 

・ 専門家派遣 13 名（総括 /成果マネジメント /保健計画策定 /財務管理、副総括

/5S-KAIZEN-TQM、モニタリング評価、保健情報システム） 
・ 機材供与 車両 2 台（約 956 万円）、事務物品等（約 130 万円） 
・ ロ－カルコスト（約 1 億 3,335 万 5,000 円）：会議費、ローカルコンサルタント契約

費、成果品作成費等 
（セネガル側） 

・ カウンターパート（Counterpart：C/P）11 名（保健省保健総局長、プライマリ・ヘ

ルス・ケア部局長、調査計画・統計計画局長、質プログラムコーディネーター、保

健施設局長、タンバクンダ州及びケドゥグ州医務局長） 
・ プロジェクト執務室（ダカ－ル、タンバクンダ州） 
・ 執務室の水道光熱費等の負担 

 

２．評価調査団の概要 

調

査

者 
 

総括（セネガル側） Dr. Bineta SENE 保健省保健総局 技術顧問 

評価分析 Saly SENEGHOR THIAM 保健省保健総局 コミュニティ保健室 

団長/総括 小林 洋輔 
JICA 人間開発部保健第一グループ 
保健第二課 課長 

保健行政 永井 真理 保健省大臣官房 技術顧問 

協力企画 1 安孫子 悠 
JICA 人間開発部保健第一グループ 
保健第二課 職員 

協力企画 2 笠原 早紀 JICA セネガル事務所 所員 

評価分析 阿部 久美子 個人コンサルタント 

通 訳 Khadim FALL  

調査期間 2013 年 11 月 21 日～同年 12 月 5 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクト目標の達成度 
プロジェクト目標指標はほぼ達成されており、プロジェクト目標の達成見込みは高い。

・ 指標１「2013 年の年間活動計画書（PTA）が、PTA 運用ガイドライン記載の八つの

ステップに基づき作成される」については、2012 年度及び 2013 年度分の PTA がガ

イドラインに沿って作成されたことから、達成済み。 
・ 指標２「2013 年の活動が、PTA 運用ガイドライン記載の七つのステップに基づきモ

ニタリングされる」については、上記で作成された PTA を、州医務局による四半期

調整会議において関連マニュアル及びフォーマットを用いてモニタリングを行っ

ていることから、達成済み。 
・ 指標３「2013 年の活動実績が、PTA 運用ガイドライン記載の三つのステップに基づ
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き評価される」については、2012 年度分に関して実施済みであり、2013 年度分に

ついても 2014 年 3 月に実施される予定であることから、達成見込みが高い。 
・ 指標４「2013 年までに、5S-KAIZEN-TQM 活動が、標準化された基準とツールに基

づきモニタリングされる」については、保健センター内での 5S 活動に係るモニタ

リングのための基準及びツールが標準化され「5S 実践マニュアル」に統合されたほ

か、これらモニタリング基準を用いたスーパービジョンツールが作成され、保健セ

ンターにおける 5S 研修の一環として保健区マネジメントチームによるスーパービ

ジョンが実施されたことから、達成済み。 
・ 指標５「2013 年までに、各保健区において、リソース（人材、会計・財務、医薬品・

医療資機材、施設・設備）管理の改善が、既存の法や規定に従う形で、ガイドライ

ンやツールに基づいて計画・実施される」については、タンバクンダ州及びケドゥ

グ州の 2 カ所の保健区において、「医薬品管理、人材管理、保健情報活用のための

ツール」（Outils de Gestion des Ressources et de l’Information Sanitaire、以下「OGRIS」）
を用いた活動が適切に計画・実施されていることを現地視察において確認した。残

り 8 保健区については、OGRIS 研修を国連児童基金（United Nations Children's Fund：
UNICEF）の支援により実施する予定であることから、達成見込みは高い。 

 
（2）プロジェクト成果（アウトプット）の達成度 
＜成果１＞ 

成果１の指標はほぼ達成されており、プロジェクト終了までの成果１の達成見込みは高

い。 
・ 保健情報システム改善については、2010 年 8 月から 2013 年 3 月まで続いたストライ

キにより保健情報の報告が停止したため開始が遅れていたものの、保健情報システム

の分析及び活用方法に係るマニュアルを作成、全対象者に対する研修を実施した（指

標１）。 
・ 計画立案・モニタリング評価能力強化の仕組みの構築については、PTA 運用ガイドラ

イン、州医務局及び保健区で定期的に実施する調整会議の実施マニュアル、州医務局

における年次パフォーマンスレビューの報告フォーマット等が作成され、対象者全員

に対する研修の実施を経て、実際の PTA 策定過程や調整会議において活用されている

（指標２、３、４、５）。 
・ スーパービジョンツールについては、医療施設におけるリソース管理や 5S 活動、保

健情報システムマニュアル等に関するスーパービジョンツールが作成され、保健省文

書として承認されている。各ツールに係る研修も実施済みであるが、唯一活動開始が

遅れた保健情報システムのスーパービジョンツールのみ残りの実施期間で導入され

る見込みである（指標６、７）。 
・ プロジェクトが構築した各種研修プログラムを今後体系的に実施していくために、同

プログラムをタンバクンダ州保健研修センター（Centre Régional de Formation en 
Santé：CRFS）の継続研修プログラムに組み込むことがカウンターパートと合意され

ている。既にプログラム内容及び今後の運営委員会の設置等の運営体制の方向性が企

画書に取りまとめられているとともに、同 CRFS が研修実施に係る資金を他パートナ
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ーから獲得できるよう、このプログラムの紹介パンフレットの作成をプロジェクトが

支援している。 
 
＜成果２＞ 

成果２の指標はほぼ達成されており、プロジェクト終了までの成果２の達成見込みは高

い。 
・ OGRIS 及び 5S 実践マニュアルが策定され、いずれも保健省文書として承認されてい

る（指標１、２、４、５）。 
・ OGRIS ツールに係る研修の実施状況としては、両州の全 10 保健区のうち 2 保健区で

マネジメントチーム及び医療施設スタッフに、8 保健区でマネジメントチームに対す

る研修を了している（指標６）。8 保健区の医療施設スタッフに対する研修は、UNICEF
の支援により実施予定。 

・ 5S 実践マニュアルに係る研修は、両州の全 10 保健区のうち 6 保健区の保健センター

を対象に実施済み（指標３）。残る 4 保健センター（サラヤ、サレマタ、クンペント

ゥム、キディラ）のうち、サレマタ保健センターでの研修は 2013 年 12 月中に実施予

定であるが、新設されたばかりの三つの保健センターについては移転準備が遅れてい

るため実施目途が立っていない。 
 

＜成果３＞ 
成果３の指標は達成されており、成果３は達成済み。 
・ 州医務局及び保健区の計画策定及びモニタリング評価に係る取り組みを他州へ展開し

ていくための活動に関しては、対象州以外の 12 州において、保健省公式文書として

承認された PTA 運用ガイドラインや関連研修プログラム及びツールが米国国際開発

庁（United States Agency for International Development：USAID）、ベルギー、世界基金

の支援を得て普及され、2013 年度 PTA が同ガイドラインに基づいて策定される等、

達成済み。5S 及び OGRIS ツールの他州への導入についても、USAID、ベルギー、ル

クセンブルク、フランス、UNICEF の支援を得て、各ドナーの介入地域での普及が予

定されている（指標１、２）。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 
以下のとおり、プロジェクト目標とセネガル保健政策、ターゲットグループのニーズ、

日本の援助政策が合致していることから、本プロジェクトの妥当性は高い。 
セネガル国「国家保健開発計画（PNDS）2008-2019」においては、保健ガバナンス改善

の重要性が強調されており、その主要な要素として成果重視マネジメントの強化が明記さ

れている。したがって、プロジェクト目標である成果重視マネジメント強化はセネガルの

保健政策に合致する。 
日本の対セネガル援助方針は、重点分野として基本的な社会サービス提供の向上を掲げ

ており、特に母子保健に係るミレニアム開発目標（MDGs）の達成をめざすものとしてい

る。また、「国際保健政策 2011-2015」においても、持続的な保健システム強化を通じた
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MDGs 達成を目標とし、そのためのアプローチとして科学的根拠（エビデンス）に基づく

保健システム強化の促進を謳っている。さらに、JICA のセクター協力プログラム「保健シ

ステム強化プログラム」においても、その目標である母子保健サービスの改善の前提とな

る、保健システムのマネジメント強化を支援するものとして、本プロジェクトは重要な位

置を占めている。 
ターゲットグループのニーズに関しては、本プロジェクトは、既述のとおり保健指標が

総じて悪い状況にある対象 2 州において、州医務局、保健区、保健センターといった保健

システムの根幹となる機関を直接裨益対象者とすることで、これらの組織全体のマネジメ

ント能力の向上、ひいてはサービスの質の向上をめざすものであるため、対象 2 州のニー

ズに合致する。 
 
（2）有効性 

本プロジェクトの目標はおおむね達成されており、また、三つの成果も効果的に構成さ

れている。以下の理由から有効性は非常に高い。 
成果１において、州医務局及び保健区における PTA の策定及び評価モニタリング能力の

向上を支援した。その結果、PTA が適切に策定されたことで、達成すべき成果（目標）の

同定、諸活動の優先順位の明確化が可能となり、年間の活動をこれらに基づいて計画的に

実施するための下地が整った。PTA 実施状況のモニタリング評価の段階においても、「州

医務局四半期調整会議実施マニュアル」及び「保健区月例調整会議実施マニュアル」の導

入によって報告すべき項目が標準化されたことで、州医務局及び保健区が行うべき活動の

進捗状況が漏れなく報告されるようになっただけでなく、計画変更や進捗の遅れに関する

原因が分析されたり会議の場で議論されたりするようになったことが、調整会議で用いら

れた資料や議事録から確認されている。 
成果２は、成果１によってより戦略的・効率的に実施することが可能となった PTA 運用

に係る一連の活動（計画策定・実施・モニタリング評価）が確実に実施されるための支え

として位置づけられる。すなわち、5S や OGRIS といったリソース管理ツールの導入によ

って、限られたリソースを適切に把握・管理することで効果的に活用していく必要がある

こと、データを継続的に収集し分析することで現場レベルでの活動が PTA に記載された目

標・成果に結びついているかを検証していく必要があること、そしてその分析結果や教訓

に基づいて次年度の PTA を計画していく必要があることが、保健ポストから保健センタ

ー、州医務局に至る保健システムの各段階の実務者によって明確に意識されるようになっ

た。その結果、医療施設において、季節性の疾病傾向に関するデータに基づきコミュニテ

ィ要員を増員したり、夜間分娩が可能となるように宿直体制を見直したりするなど、事実

の分析に基づいた業務改善及びその実施に必要な予算の確保が図られるようになってい

ることが関係者へのヒアリング及び現場視察から確認された。 
最後に成果３は、対象州におけるプロジェクト活動の成果が、今後も保健省の通常業務

の一環として組織的・継続的に実施されるためには不可欠のコンポーネントである。また

実際、これらの成果が保健省本省による承認・公式化を経て、他ドナーとの連携により対

象州以外の州にも共有されたことが確認されている。 
以上より、本プロジェクトにて設定された三つの成果はロジックの面でも整然としてお



 

vii 

り、またプロジェクト目標を達成するうえでいずれも必要不可欠かつ十分なものであっ

た。 
 
（3）効率性 

プロジェクトの効率性は以下の点から高いと判断される。 
中間レビュー調査を通じて、プロジェクト関係者間のコミュニケーションに課題がある

ことが明らかになったことから、ワーキンググループの設置が提言された。これを受けて

ワーキンググループが設置されたことにより、関係者間で具体的活動内容や指針を議論し

事前に合意を得ることが可能となり、効率的な運営実施につながった。また、プロジェク

ト事務所を対象州のみならず保健省本省にも設置したことで、現場での活動成果を本省に

効果的に共有したり、本省と緊密に連携したりすることが可能となったことも、効率性の

発現に貢献した。 
日本人専門家及び現地業務費の投入についても、3 年間で多くの質の高いガイドライン

が完成し、セネガル側や他ドナーからも高い評価を得ていることから、産出された成果に

対してこれらの投入は量・質・タイミングともに適切であったといえる。加えて、計画・

モニタリング評価や財務会計のための研修プログラムの構築を、当該分野の経験が豊富な

ローカルコンサルタントに委託するなど、ローカル人材の効率的な活用も行われた。 
最後に、本プロジェクトの枠組みでは本邦研修は実施されなかったが、対セネガル保健

セ ク タ ー 協 力 プ ロ グ ラ ム に 含 ま れ る 他 案 件 に よ っ て 実 施 さ れ た 本 邦 研 修

（5S-KAIZEN-TQM による保健医療サービスの質向上）に参加した保健省の人材が本プロ

ジェクトのカウンターパートとして複数名配置されていることも、効率的なプロジェクト

実施に寄与したといえる。 
 
（4）インパクト 

上位目標の達成見込みを評価するのは時期尚早であるが、その指標となっている MDGs
関連指標（乳幼児死亡率、母子保健の改善、三大感染症のまん延防止）に着目し、本プロ

ジェクトの後継案件や協力プログラムに含まれる他の技術協力案件を通じて、事後評価ま

でにその達成見込みを協力プログラム全体として継続的に検証していく。なお、プロジェ

クト開始時点のベースラインとなるデータは DHS2012 により確認済み。 
プロジェクト実施によって以下に示すインパクトが確認または期待されている。なお、

負のインパクトはみられない。 
・ 「保健システム強化プログラム」における案件間の相乗効果： 

本プロジェクトによって 5S 活動に関する研修プログラムや各種ツールが開発され

たことで、5S 活動をコンポーネントに含む母子保健ケアモデルの全国展開をめざす技

術協力プロジェクト「母子保健サービス改善プロジェクト フェーズ 2」（PRESSMN2）
との技術的な相乗効果が発現している。 

また中期的には、本プロジェクトによって整備された職場環境と強化されたマネジ

メント能力を基盤として、PRESSMN2 のめざす母子保健サービスの改善や妊産婦の施

設利用率の向上が促進されるよう相乗効果の最大化を追求していく。 
・ 他ドナーとの連携による正のインパクト： 
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各種ガイドライン等の策定・改訂のプロセスにおいて当初より他ドナーの巻き込み

を積極的に図ったことで、本プロジェクトの対象 2 州以外の州へのプロジェクト成果

の展開に向けた他ドナーとの連携が可能になった（UNICEF、 USAID、 ベルギー、 ル
クセンブルク、フランス）。さらに本プロジェクトが作成した PTA ガイドラインを基

にベルギーが実施するプロジェクトによって「ePTA」（インターネット上で PTA 活動

の内容や進捗を共有できるプラットフォーム）が開発され、試行を経て 2014 年末ま

でに完成されることが予定されている。 
 
（5）自立発展性 

プロジェクトの成果が今後定着していく可能性は、終了時評価時点において、制度面及

び技術面では高いといえるが、財政面での努力が求められる。 
・ 政策/制度面： 

プロジェクト活動の成果として作成された主要なガイドラインがほぼすべて国家

文書として承認されていること、本プロジェクトの一つの柱である 5S 活動を全国の

医療施設に導入するというセネガル側の政策的イニシアティブが顕著にみられるこ

と、またこれらの結果として対象 2 州以外の州への展開も既に実現しつつあることか

ら、政策面での持続性は高いといえる。 
対象州においても、州保健研修センター（CRFS）を有するタンバクンダ州におい

ては、本プロジェクトにより構築された各種研修が、同センターの継続研修プログラ

ムへ統合される見込みであり、これが実現すれば異動してきた職員に対する体系的な

能力強化が可能になり、制度的な持続性の発現が期待される。 
・ 財政面： 

上述のとおり政策面・制度面での高い持続性が期待されるこれらの活動が、継続的

に実施され組織文化として定着していくためには、州保健行政及び医療施設への新規

配属者に対する継続研修や定期的なスーパービジョンを実施するための予算が保健

省側で適切に手当てされることが不可欠である。本プロジェクトでは、各種研修の実

施に必要なコストをパッケージとして提示することで保健省による予算措置や他ド

ナーの動員の一助としており、実際諸ドナーと保健省との連携がプロジェクト活動を

通じて以前よりも円滑になったことから、今後も活動継続のための財政支援を獲得す

るための調整が保健省によって積極的に推進されることが期待される。 
・ 技術面： 

各種ガイドラインやマニュアルが常に参加型で作成・改訂されてきたことから、研

修実施も含め技術面での持続性は高い。他方で、5S や OGRIS に関する活動の定着の

ためにはスーパービジョンの実施が不可欠であることから、他の国家プログラム等で

通常行われるルーティンスーパービジョンの機会を活用できるよう、保健省及び州医

務局での緊密な情報共有・連携が重要である。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
・ セネガルの国家保健開発計画と日本の援助方針との整合性が、プロジェクトの妥当性
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及び政策的/制度的持続性を促進した。 
・ プロジェクトの計画段階において全国展開を見据えたコンポーネントを計画していた

点も、他ドナーを巻き込む必要性に係る認識を関係者が比較的早い段階で共有するこ

とを促し、本プロジェクトのインパクトや政策的・財政的な持続性の発現に貢献した。

 
（2）実施プロセスに関すること 

・ ガイドライン等の作成プロセスに関し、まず作成されたドラフトに基づいて試行し、

改訂し、最終化するという全プロセスにカウンターパートはじめ関係者を広く巻き込

みコンセンサスをとりながら参加型で作業を進めたことが、カウンターパートのオー

ナーシップを醸成するとともに、効率性やインパクト、技術的持続性の発現に貢献し

た。例えば PTA 運用ガイドラインについては、まず 2011 年 7 月に初稿が作成された

あと、2012 年 8 月に保健省による承認を得ており、この 1 年強の期間に他ドナーの巻

き込みを図りながら対象州における試験運用と改訂を重ねたことで、本プロジェクト

開始当初は計画のための計画にすぎなかった PTA が、根拠データに基づいて具体的な

目標を伴う形で適切に作成・モニタリング・評価されるようになっただけでなく、対

象州以外の 12 州においても 2013 年度 PTA が本プロジェクトの成果に基づき策定され

た。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
・ 成果２における活動範囲が医療機材・施設管理・人材・会計等多岐にわたっており、

その具体的内容や支援対象が明確にされないままにプロジェクトが開始されたため、

プロジェクト期間の途中で支援範囲に関してセネガル側との認識共有が必要となっ

た。最終的に、医療機材・施設管理への支援は 5S 活動によってカバーする旨が合意

されたが、こうした調整にかかった時間的コストは効率性の阻害要因といえる。 
・ 本プロジェクトは、保健センターや保健ポストといった一次医療施設を所掌する保健

総局をカウンターパートとして実施されてきたが、成果１の計画策定能力向上に係る

活動を所掌するのは保健総局に含まれない計画局であったため、PTA 策定に係る活動

を進める際に、この二つの部署間での調整が必要となった。実際には日本人専門家と

これら二つの部署の関係者とのコミュニケーションにより、両部署と共に活動を進め

ることができたが、プロジェクトのコンポーネントにかんがみると、これら 2 部署を

共にカウンターパートとすることが理想的であったといえる。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

・ プロジェクトの活動計画（Plan Opérationnel：PO）に関する認識が必ずしも関係者間

で共有されていないという点が中間レビュー調査で指摘されたが、ワーキンググルー

プの設置を通じてコミュニケーションを改善することでこの点は解決した。 
・ 5S 研修に関し、指導者研修の受講者が立て続けに異動したため、当該医療施設での

5S 活動を指揮するに適した人材が不在となり、5S 活動の継続が阻害されたケースが

あった。こうした事態は、5S 活動に限らず、指導者研修の受講者が異動前に確実に所
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属組織内で研修を実施することで防ぐことができる。ただし研修を行うだけでは、組

織内での活動の継続・定着には十分ではなく、当該医療施設が全体としてその活動を

継続的に実施するための仕組みをいかに構築するか（組織化）についても、セネガル

側で考慮される必要がある。 
 
３－５ 結 論 

評価5項目に関し、中間レビュー調査での軌道修正の甲斐もあって、妥当性、有効性につい

ては非常に高いレベルで効果が発現していること、効率性についてもこれを担保するためのさ

まざまな工夫がなされ、比較的高い効果が発現していることが確認された。インパクトについ

ては、特にプロジェクト成果のスケールアップに関する取り組みが高い効果を上げている。他

方、自立発展性については政策・組織面では比較的高いと判断されるものの、自立発展性の発

現をより確実なものにするためには特に財政面と技術面に関してセネガル側のより一層の努

力や工夫が必要である。全体としては、プロジェクト期間中にプロジェクト目標をおおむね達

成すると見込まれるため、本プロジェクトの実施期間についても当初の予定から変更する必要

はないと結論づけることができる。 
なお、要請されている次期プロジェクトが適時に採択・形成・実施されるためには、下記の

提言事項が着実に実行されていくことが必要である。 
 
３－６ 提 言 

（1）プロジェクト終了までの活動に対する提言 

 活動内容 担当部局 

1 5S 及び OGRIS の活動モニタリングが、州保健局及び保健区のマネジメ

ントチームによるスーパービジョン活動に統合されること。 
州医務局、

保健区 

2 UNICEF 資金による実施が合意されている各種研修をタンバクンダ州・

ケドゥグ州で確実に実施すること。 
州医務局、

保健区 

3 三つの新設保健センター（サラヤ、クンペントゥム、キディラ）への早

急な機能移転を行い、5S 研修を実施すること（ただし、2013 年 12 月末

までに移転が完了しない場合は、当該センターでの 5S 研修の実施は本

プロジェクトの支援の対象外とする）。 

保健省 

 
（2）プロジェクト終了後の活動に対する提言 

 活動内容 担当部局

1 タンバクンダ州保健研修センターの継続研修に、プロジェクトにより構

築された各種研修プログラムが確実に組み込まれること（企画書に沿っ

て運営体制が整備されるとともに、必要な予算が確保され、各種研修プ

ログラムが継続研修の一環として実施されることが望ましい）。 

保 健 省 人

材局 

2 養成された講師が確実にカスケード研修を実施するようにすること。 州医務局、

保健区 
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3 プロジェクト活動を他州へ展開すべく既に支援をコミットしているベ

ルギーやフランス、ルクセンブルク等のドナーとのしかるべき調整の

下、活動を確実に実施すること。 

保 健 省 保

健総局 

4 他ドナー、地方自治体、民間セクター等のさまざまなパートナーとの連

携を継続することにより、プロジェクトの成果品をより有効に活用す

る。 

州医務局、

保健区 

 
３－７ 教 訓 

＜保健システムマネジメント強化に係る事例として＞ 
（1）プロジェクト形成時点における活動範囲の明確化 

本プロジェクトにおいては、プロジェクト形成時の支援範囲が明確でなく、相手国に必

要以上の期待を抱かせてしまった結果、中間レビュー調査において支援範囲を限定すべく

各種調整が必要となった。このことから、プロジェクト形成時には可能な限り支援内容を

明確化したうえで合意することが、よりスムーズな活動実施につながるといえる。 
 
（2）カウンターパートの決定 

プロジェクト活動を円滑に実施するためには、先方政府とプロジェクト内容を明確に共

有したうえで、活動内容を所掌する部局を適切にカウンターパートとして配置することが

重要である。また、活動内容が多岐にわたるために複数の部局をカウンターパートとする

必要がある場合には、カウンターパート部局間の調整体制も考慮する必要がある。 
 
（3）オーナーシップ醸成のための措置 

本プロジェクトは、作成された文書をセネガル側が自分たちのものとして継続的に活用

していくことを促進するために、各種ガイドラインの作成過程において、初稿ドラフト作

成後、そのドラフトの試行運用を行うことで有効性を検証し、その結果について関係者と

議論しその意見を反映しながら改訂を重ね、最終化し公式承認を得るというプロセスを踏

んだ。この一連のプロセスはいずれも 1 年～1 年半の期間を要するものであったが、ガイ

ドラインの作成自体が目的化し、実際の活用段階に入る前にプロジェクトが終了を迎える

というケースが多いなか、オーナーシップの醸成のために有効なアプローチであったとい

える。また、ワーキンググループを設置することでカウンターパートとの円滑なコミュニ

ケーションを図るとともに、活動に係る情報共有や合同調整会議に備えた事前準備・合意

形成を行ってきた点も、オーナーシップの醸成に大変有効な実践であったといえる。 
 
（4）プロジェクトが保健省と他ドナーとの間に果たすカタリスト的役割 

本プロジェクトでは、開始当初から持続性に考慮し、プロジェクト活動の一部を UNICEF
資金で実施したり、他州への展開に関して他ドナーの協力を得たりするなど、効果的なド

ナー連携の下に活動を実施してきた。この成功の背景としては、プロジェクト活動に関す

る情報発信や会議への招待等を通じてドナーの巻き込みを図ったことに加え、保健省自身
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がドナーに資金を申請しやすいよう、研修パッケージごとに必要な経費を明示したことが

挙げられる。持続性が財政的理由から阻害されるケースが多くあるなかで、このアプロー

チは大変有効である。 
 
（5）セネガル関係者内の情報共有と調整（特に州・保健区レベルと中央レベル） 

州及び保健区を活動の拠点とするプロジェクトの場合、州・保健区での活動の有効性が

持続するためには、本省の関係者がプロジェクトにより創出された成果や知見を深く理解

し、その内容を政策・制度に適切に反映したり、効果的なスーパービジョンを行ったりで

きることが肝要である。特に保健システムのマネジメントは、保健システム全体が統一的

かつ有機的なしかたで機能することで初めて全体的な保健サービスの質の向上につなが

るものであるため、保健システムの各レベルにおけるそれぞれの努力に加えて、システム

全体を統括する本省による関与・調整が欠かせない。 
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Summary 
 

ⅠOutline of the Project 

Country: Senegal Project title: Project for Reinforcement of Health 
System Management in Tambacounda and Kedougou 
Regions 

Issue/Sector: Health Cooperation scheme: Technical cooperation 

Division in charge: JICA Senegal office Total cost:  510 million Yen 

Period of 
Cooperation 

(R/D):  
March 2011～February 2014 
(3years) 

Partner Country’s Implementing Organization:  
Ministry of Health and Social Action, Medical Region 
of Tambacounda, Medical Region of Kedougou 

Supporting Organization in Japan: None 
1. Background of the Project 

Senegal ranks as 155th out of 187 countries in Human Development Index, so the National policies such 
as DPES 2011-2015 and PNDS 2009-2018 emphasize the importance of improving MDGs and reducing 
poverty.  The project’s target area, Tambacounda and Kedougou regions are among the poorest regions 
of the country, occupying about 200,000 km2 which is 1/3 of the country.  These facts disadvantage 
the whole health indicators. 
Tambacounda and Kedougou regions were identified as priority areas for health development of Japan’s 
cooperation in 2005.  “Strengthening Health System in Tambacounda and Kedougou Regions 
Program” was launched in 2007, followed by its phase 2 (2012-2016). Later, the importance of health 
system management was raised by the Senegalese side in order to properly manage health facilities. 
Dispatch of short-term experts was implemented but for rather comprehensive assistance, technical 
cooperation has been requested.  This project aims at building planning, monitoring/evaluation and 
resource management capacities in order to ultimately improve the quality of services in health 
facilities.  13 Japanese experts have been dispatched to this project as of December 2013. 
 
2. Project Overview 
The project aims at improving health system management by reinforcing planning and 
monitoring/evaluation capabilities as well as resource management by maximizing the use of limited 
resources. 
(1) Overall Goal 

The health status of the population of Tambacounda and Kedougou is improved. 
(2) Project Purpose 

“Managing for results” capacities of the Medical Region and Health District Offices are 
reinforced in Tambacounda and Kedougou regions. 

(3) Outputs 
1. The capacity of planning and monitoring & evaluation (M&E) of the Medical Region 

Offices and Health District Offices are improved. 
2. The capacity to manage resources (organizational management such as human 

resource, accounting/finance, medicines and medical equipment and facility 
management, etc.) in the Medical Region Offices and Health District Offices are 
enhanced. 

3. Lessons learned from the Project are shared within and outside Tambacounda and 
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Kedougou regions. 
(4) Inputs 
Japanese side :   

 13 Japanese Experts (Leader/Results-based Management/Planning/Finance, 
5S-KAIZEN-TQM, Monitoring & Evaluation, Health Information System) 

 Equipment: 2 Vehicles (approx. 9.56 million yen), Office equipment (approx. 1.3 
million yen) 

 Local cost:  workshops, meeting, local consultants, printing guidelines, etc.  (approx. 
133 million yen) 

 Senegalese side:  
 11 Counterparts 
 Project offices in Dakar and Tambacounda 
 Utility costs for the Project offices 

Ⅱ Evaluation Team 

Members of 
Evaluation 

Team 
 

Leader 
(Senegalese 
side) 

Dr. Bineta SENE 
Technical Advisor, General Directorate of 
Health/Ministry of Health and Social Action 

Evaluation and 
Analysis 

Mme. Saly 
Senghor THIAM 

Community Health Unit, General Directorate of 
Health / Ministry of Health and Social Action 

Leader 
Yosuke 
KOBAYASHI  

Director, Health Division 1, Health Group 2, 
Human Development Department, JICA 

Health System 
Management 

Mari  NAGAI  
Technical Advisor (JICA Expert) of the 
Ministry’s Secretariat / Ministry of Health and 
Social Action 

Cooperation 
Planning 

Yu  ABIKO  
Deputy Director, Health Division 1, Health 
Group 2, Human Development Department, 
JICA 

Cooperation 
Planning 

Saki  
KASAHARA  

JICA Senegal office 

Evaluation and 
Analysis 

Kumiko ABE Consultant 

Interpreter Khadim FALL  

Period of Evaluation 21/11/2013 ～05/12/2013 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

Ⅲ Results of Evaluation 
1. Project Performance 
(1) Project Purpose 

Achievement of Project Purpose is considered high. 
 
Indicators of the project purpose consist of three pillar components; developing PTA and its 
monitoring/evaluation, 5S-KAIZEN-TQM and its monitoring/evaluation, and resource management. 
 At the time of the mid-term review, achievement of PTA guidelines and its training was 

evaluated very high therefore strengthening its monitoring/evaluation was suggested for 
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next step.  The latter was implemented by organizing a regular monitoring meeting 
(indicator 1, 2).  Concerning evaluation, since the performance review meeting of 2013 will 
be conducted after March 2014, it is not possible to measure the achievement at the time of 
the final evaluation study. However, at the performance review meeting of 2012 it was 
confirmed that the presentation format developed by the project was properly utilized in 
the two target regions.  Thus the probability of the achievement could be considered high 
(indicator 3). 

 Training of 5S-KAIZEN-TQM supervision was conducted at two health centers in which the 
5S-KAIZEN-TQM was already introduced.  These two health centers were supervised by a 
management team of health districts during the on-site supervision training.  They are 
also expected to establish the supervision of health centers from regional medical offices by 
the end of the project (indicator 4). 

 For resource management, various guidelines such as series of OGRIS and 
accounting/financing, etc. are developed and also the trainers are already trained.  Only 
the OGRIS training in 8 Health Districts are remaining to be done with assistance from 
UNICEF. The 2 districts where the OGRIS training was already provided were observed 
and it can be confirmed that the activity has been implemented after the training (indicator 
5). 
 

(2) Output 1 
Achievement of Output1 is high in many aspects.  It is expected that the output will be achieved by 
the end of the Project. 
 
 The activity of health information system (indicator1) was impeded by the strike of public 

service employees from august 2010 to march 2013.  However as soon as the strike ended 
the activity was started. A guideline was developed after needs were assessed and training 
was provided to concerned personnel. 

 The achievement of strengthening the management capacity of PTA (indicator 3) is 
considered very high because PTA guidelines and their modules have been approved as 
national documents and are properly utilized at Regional Medical offices and Health 
District offices.  Establishing a system to strengthen the capacity of planning, monitoring 
and evaluation (indicator 2) was also implemented after it was suggested at mid-term 
review but developed manuals are expected to be approved as national documents before 
the end of the project. 

 Supervision tools (indicator 6) are also finalized and approved as national documents but 
only the one for Health District level is still at the stage of first draft.  It is planned to be 
approved after a usability trail study.  Training on these tools (indicator 7) was conducted 
except the one for health system whose activity has been delayed as mentioned above.  The 
developed tool is scheduled to be presented during the upcoming various meetings before 
the end of the project. 

 The project is currently preparing to integrate the project’s training package into the 
existing continuing education at the Tambacounda Regional Health Training Center.  
Organizing a committee has been agreed upon and the project will develop brochures to 
attract financial resources from various partners. In order to secure sustainability of the 
project’s outcome, it will require the budget and commitment of the Senegalese side. 
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(3) Output 2 
Achievement of Output 2 is high in terms of development of various guidelines and implementation of 
its training sessions. However, delay in some training sessions needs to be solved or agreed with the 
Senegalese side for its implementation. 
 
 Among the various activities on resource management, only the component of law and 

regulation of human resources is currently in process, but it is scheduled to be finished by 
the end of the project. Otherwise the achievement of all the other components of resource 
management is very high being represented by development of series of OGRIS guidelines 
(indicator1, 5, 6).   

 Guidelines of 5S are also approved as national documents (indicator2, 4); however, training 
remains to be done at 4 health centers. One is scheduled in December 2013 but the other 3 
centers are preparing to move to newly constructed facilities whose completions are not 
very certain.  In case the move is not completed by the end of the project, the Senegalese 
side will make sure to conduct the training on their own, which has been agreed on at the 
4th JCC meeting. 

 Concerning the training of OGRIS, among 10 Health Districts the project conducted 2 and 
the other 8 Districts are planned to be done with the assistance of UNICEF.  It is 
necessary to make sure that the training will be properly conducted.  

 

(4) Output 3 
Output 3 was already highly achieved at the mid-term review, and it maintained its status at the time of 
the final evaluation. 
 
 The approved PTA Guideline has been already disseminated and utilized in all of Senegal, 

and also Guidelines of 5S and series of OGRIS are being prepared to be expanded to other 
regions by development partners.  This success is the results of good programming of the 
project activities which emphasized the importance of coordination with other development 
partners and having anticipated the expansion and sustainability of the project with 
limited resources.  The good coordination with other partners is expected to continue and 
to be further promoted in order to secure the sustainability. 
 

2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

The relevance of the Project is high in terms of consistency with the Senegalese health policies, with 
target needs and with Japan’s Aid policy. 
 
The Ministry of Health and Social Action of Senegal emphasizes the importance of improvement of 
governance in the PNDS 2009 – 2018.   PNDS 2009- 2018 is aimed at achieving the Millennium 
Develop Goals (MDGs), consisting of four pillars namely ①Reducing infant and maternal mortality 
rate, ②Disease prevention, ③ Strengthening sustainable health system, and ④ Improvement of 
governance.  One of the strategies for the ④improvement of governance is to strengthen result-based 
management which is exactly the purpose of the project. 

Concerning target areas, Tambacounda and Kedougou regions are recognized to have high poverty rate 
in the country, which is attributed to low performance of overall health indicators such as high infant 
mortality rate (100/1,000 in Tambacounda, 154/1,000 in Kedougou compared to 121/1,000 of national 
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average1).  These facts indicate a weak structure of the health system.  Since the direct beneficiary of 
the project are Regional Health offices, Health districts and Health centers which are the major actors to 
compose the health system, the project purpose clearly meets the needs of the target group.  Japanese 
Government’s assistance policy for Senegal is to promote economic and social development by 
assisting economic infrastructure and reducing poverty in rural areas.  One of the strategies for the 
latter is to improve basic social services in which “the achievement of the MDGs in a sustainable 
manner” has been clearly stated.  In addition, in “Japan’s Global Health Policy 2011-2015” promotion 
of health system strengthening by evidence-based management has been adopted. Besides, JICA has 
been implementing a “Health System Strengthening Program” which is designed to improve the 
maternal health care services and consists of other JICA’s related schemes.  The project is one of the 
main components of this program and is expected to contribute to the health system aspect in order to 
accelerate its progress. 
 

(2) Effectiveness 
The effectiveness of the Project is very high for the following reasons. 
 
The composition and the combination of the three outputs are a perfect match in order to reach the 
objective of the project. 
First of all, Output 1 enables the personnel at Regional Medical offices and Health District offices to 
develop PTA by setting up their goals and priorities after identifying their problems.  This way, 
concrete activities are planned which are the bases of health system management.  Furthermore, 
monitoring and evaluation of PTA activities were established in a clear manner, introducing a 
standardized reporting format for performance presentation at regular meetings is an example. Having 
this standardized format allows to better identify what activities were done and not done and discuss 
both the cause and possible solutions.  
Output 2 plays an important role in supporting Output 1, optimizing limited resources.  In other words, 
resource management tools such as 5S and OGRIS help to effectively mobilize all existing resources 
especially at field level in order to collect and manage actual health information.  If health facilities 
such as health posts and health centers are able to manage health data, these data are reported and 
reflected to not only PTA monitoring and evaluation but also PTA development for coming year.  This 
way, all actors at practice level and management level play their proper roles in the health system.  
Finally, Output 3 is to expand the activities of Output 1 and Output 2 to other areas of the country. 
This is essential for the sustainability of the project.  
 

Thus, the three Outputs are logically composed in order to achieve the project purpose.  In fact, the 
achievement of the project purpose is considered high. 
 

(3) Efficiency 
The efficiency of the project is high for the following reasons. 
 
All the Outputs are expected to be achieved by the end of the project.  The progress of the 
activities were accelerated after having established the “working group” because it served not 
only as a better communication tool but also as an occasion of pre-agreement before JCC 
among the concerned actors, which made it very efficient.  During the project, many meetings 

                                                        
1 Source ;Enquête Démographique et de Santé à Indicateurs Multiples, Sénégal (EDS-MICS) 2010 -2011, Agence National de la 

Statistique et de la Démographie (ANSD) Dakar, Sénégal, Février 2012 
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and workshops were conducted, but it was confirmed that they were all well-organized with a 
clear purpose, and efficiently managed.  Moreover, many guidelines and manuals developed 
during the last three years of the project were highly appreciated by the Senegalese side 
because of their quality.  Therefore, all the inputs such as Japanese experts and local costs 
were appropriate in terms of quantity, quality and timing for the produced results. 
 
Furthermore, optimization of local resources was observed. Trainings on planning and 
monitoring/evaluation, accounting/financing were sub-contracted to local consultants such as 
CESAG.  Currently training on law and regulation of human resources is also being prepared 
by a local consultant because this subject is better managed by a local person than a Japanese 
expert, and it is also more cost-efficient. 

Optimization of trainees in Japan was observed as well.  Although there was no plan of training in 
Japan in the project, there were several personnel in the project who went to trainings in Japan in the 
framework of the “Health System Strengthening Program” of JICA in Senegal.   Especially in the 
field of 5S, a staff  who received the training phase 1 and phase 2 of “5S-KAIZEN-TQM” in Japan in 
the framework of AAKCP is now in charge of the program of 5S-KAIZEN-TQM in the Ministry and 
highly contributed to the project activities. 
 

(4) Impact 
The following impacts are confirmed or expected after the project activities.  The prospect of 
achieving overall goal is relatively high at the time of the final evaluation. 

 Probability of achievement of the Overall Goal 
The overall goal is to improve health status of the population in Tambacounda and Kedougou 
regions and its indicators are health indicators of the Millennium Development Goals such as 
reducing infant mortality, improving maternal health care and preventing infectious diseases, 
etc.  At the time of the final evaluation, it was not possible to see changes in these indicators 
but baseline data was obtained from national health census published in February 2012, 
which secured the possibility to evaluate the achievement of the overall goal.  On the other 
hand, it was observed that many counterparts have an impression of improvement of quality 
of health services after having introduced 5S and OGRIS.  In fact, 5S and OGRIS could highly 
contribute to create a more hygienic environment, so it directly has a positive impact on 
reducing infant and maternal mortality rate caused by nosocomial infection. 
Thus, the probability of achievement of the overall goal can be high but continuous activities 
are essential. 

 Synergy effect with other projects in “Health System Strengthening Program” 
PARSS and PRESSMN are the two major components of the program.  Synergy effect of the two 
projects can clearly be found in the fact that both projects have 5S activity.  In addition, PRESSMN is 
expected to benefit from the foundation of health system management developed by PARSS in order to 
improve maternal health care services.   
AAKCP is another component of the program whose major activity was 5S-KAIZEN-TQM in order to 
improve quality of service in hospitals. During the project period, a National Quality Program was 
established in the Ministry and 5S-KAIZEN-TQM has been officially started.  PARSS benefitted in a 
great deal from this experience, mobilizing the personnel in the National Quality Program for 5S 
activities.  Furthermore, the National Quality Program is preparing Guidelines of 5S-KAIZEN-TQM 
for hospitals by themselves after having participated in development of guidelines for Health Centers 
in PARSS project.   
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 Other unexpected impacts 
It is noteworthy that many development partners such as UNICEF, USAID, CTB, LuxDev and AFD 
have committed to disseminate the project activities to other regions as a result of the project’s effort to 
involve them in the activity process.  In addition, PAGOSAN is preparing ePTA based on PTA 
guideline developed by PARSS.  e-PTA is an online PTA form for the purpose of easy access for 
everybody to follow annual planning and its activities.  Currently the training is being provided and 
the system is to complete by 2014 after a pilot test in 116 concerned services and facilities. 
No negative impact caused by the project has been recognized.   
 

(5) Sustainability 
The sustainability of the project is relatively high in political and technical aspects, but some effort is 
required to secure financial support. 

 In political/institutional aspect the sustainability is secured because the PNDS 
2009-2018 gives importance to improvement of MDGs indicators, and more importantly, 
almost all the guidelines/manuals developed by the project have been approved as national 
documents and adopted as the implementation strategies of PNDS 2009-2018.  
Furthermore, since 5S is highly appreciated for its effectiveness of quality improvement, 
now the Health Minister emphasizes the dissemination of 5S in the country. When the 
training package of PARSS is integrated into the continuous education at Tambacounda 
Regional Health Training Center, which the project is preparing, the sustainability will be 
highly guaranteed in the political/institutional aspect. 

 In technical aspect the sustainability is also guaranteed since the technical transfer was 
implemented through project activities especially development of guidelines/manuals in 
total participative way.  It was also recognized that 5S activities were voluntarily started 
at a health post which has not had the training.  It is noteworthy that 5S could easily be 
applied because of its visible effectiveness and very low cost.  On the other hand, in order 
to continue the activities, supervision is inevitable.  Coordination with other vertical 
programs to conduct integrated supervision needs to be considered. 

 The financial aspect needs some effort to achieve sustainability, especially for the 
supervision activities from central and regional level.  At health post level, on the other 
hand, it was recognized that health committees support the continuous activity of resource 
management and 5S, again because of its visible effectiveness and good cost efficiency. 

 

3. Factors promoting better sustainability and impact 
(1) Factors concerning Planning 
The high consistency of the project purpose and national health policy of Senegal contributed to 
promote the relevance and sustainability of the project.  The fact that the guidelines and manuals 
developed by the project have been smoothly approved as national documents indeed proves the proper 
intervention of the project. Also, the programming of coordination with developing partners in the 
project greatly contributed to extend the project activities to other regions at a rather early stage.  It 
produced a big impact and also sustainability in technical and financial aspect.  
 
(2) Factors concerning the Implementation Process 
The project took a strictly participative method when developing guidelines and manuals, having had a 
consensus on every decision.  It was confirmed that such method helped the participants to have a 
sense of appropriation, which accelerated the efficiency of the activities.  In addition, when 
developing the guidelines, a practical methodology based on actual work rather than explaining theories 
was well accepted by counterparts.  
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4. Factors inhibiting better sustainability and impact
(1) Factors concerning Planning 
 For the project input concerning the component of medical equipment and facility 

management in Output2, it was not clear that the project had to discuss to make an 
agreement on this matter, which affected the efficiency of the project activity.  It was finally 
agreed that this component could be covered by 5S activities from the view of resource 
management, so there was no further input in this field.  It can be said that the scope of the 
project component shall be agreed as concrete as possible at the time of project formulation.

 While the project is attached to DGS, the activity of Output1 was to be managed by DPRS.  
Thus, some additional efforts were needed to coordinate the activity between the two 
departments.  Although it did not impede the progress of activity, it would have been ideal 
if these two departments were officially assigned as a project counterpart organization. 

 

(2) Factors concerning the Implementation Process 
 It was raised at the mid-term review that the Action plan of the project had not been shared 

with the Senegalese side.  Therefore a working group was rapidly established, which solved 
this problem by having discussed jointly the concrete action plan. 

 The activity on health information system was impeded because of a strike of public 
employees, but as soon as the strikes ended the project started the activity and achieved the 
goal, which was making a guideline and providing training. 

 The 5S trainings have fallen behind at three health centers (Saraya, Koumpentoum and 
Kidira) because of their delay in moving to newly constructed facilities whose electricity 
work has not yet been finished by the Senegalese side.  It has been agreed that the project 
would not support the trainings if they could not complete the move by the end of December 
2013. 

 It was revealed that personnel trained on 5S were all transferred so there was no more 
responsible person of 5S in a certain health center.  This situation could have been 
prevented by disseminating the knowledge to other staff before the transfer.  However, in 
order to make a rather sustainable system, more effective method should be considered. 

 
5. Conclusion 

It has been confirmed that the relevance and the effectiveness of the project are very high, as well as 
high efficiency is recognized because of various project approaches.  The extension of the project 
activities to other regions produced a positive impact as well.  On the other hand, the degree of 
sustainability stays relatively low in financial aspect while political/institutional aspects keep high 
status. Together with technical aspect, financial support needs to be secured by various approaches.   
Overall, the project purpose is expected to be achieved by the end of the project, so it can be concluded 
that the project will finish as initially planned.  Furthermore, while the succeeding project has been 
requested by the Senegalese side, the recommendations in the following chapter need to be 
implemented by the end of this project. 
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6. Recommendations
By the end of the project: 
 Recommendations Responsible body 

1 Monitoring of 5S and OGRIS shall be integrated into regular 
supervision of the management team at Regional Medical 
Offices and District Medical Offices.  

Regional Medical 
Offices, District 
Medical Offices 

2 Trainings developed by the project (OGRIS, PTA, POCL) shall 
be conducted in Tambacounda and Kedougou regions with 
UNICEF support which has been committed and allocated. 

Regional Medical 
Offices, District 
Medical Offices 

3 The three newly constructed health centers (Saraya, 
Koumpentoum and Kidira) shall be quickly launched and 5S 
training shall be conducted.  In case the moves are not 
completed by the end of December 2013, the project will not 
support the training.  

Ministry of Health 
and Social Action 

 

After the end of the project: 

 Recommendations Responsible body 

1 The integration of the project’s training package in the 
continuing education at Tambacounda Regional Health 
Training Center shall be ensured: The management system 
shall be established and the necessary budget needs to be 
secured as agreed on the operational plan. 

Human Resource 
Development / 
Ministry of Health 
and Social Action 

2 Training shall be provided followed by training of trainees in 
order to ensure the knowledge transfer to all concerned 
personnel. 
 

Regional Medical 
Offices, District 
Medical Offices 

3 Dissemination of the project activity shall be done: The financial 
support is already committed to by PAGOSAN, AFD, LuxDev, 
etc. but needs to be effectively invested.  

Directorate of Health 
/ Ministry of Health 
and Social Action 

4 PTA shall have more practical effect by making sustainable 
coordination with various partners such as donors, local 
governments and enterprises, etc.  

Regional Medical 
Offices, District 
Medical Offices 

 
7. Lessons Learned 

(1) For health system strengthening projects  
 The scope of the project input/activities needs to be determined as clearly as possible at the 

time of project formulation: 
Leaving an unclear component for the project implementers to determine after the launch of 
the project could cause some troubles to reach an agreement with the counterpart. In this 
project, since many components were included in resource management without fixing the 
range of possible assistance, the Senegalese side was expecting too much on this component 
so that it was difficult to reach an agreement on the limitation of the input. Therefore, fixing 
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the project range and agreeing on it with the counterpart at the time of project formulation 
should lead to a smoother implementation of the project. 

 Selection of counterpart: 
It is important to select counterpart organizations according to the project content.  Project 
content should be shared with the other party to identify the proper department or 
institution.  If the project covers several different activities, more than one 
department/institution could be assigned to be counterparts so that the result can be a 
smooth project implementation. 

 Measures to  bring about ownership: 
The participative method in the process of development of guidelines played a very 
important role to bring about a sense of ownership. Guidelines are considered as Senegalese 
part’s proper documents which also led to sustainable use of the guidelines.  The project 
took the following steps: development of a first draft, test of its effectiveness and usability, 
review based on the test and discussion, finalization and validation. While developing 
guidelines itself tends to be a goal of a project, these steps allow counterparts to engage in 
the whole process in order to create ownership. 
In addition, establishing a working group was an effective way to communicate, allowing 
everybody to participate in discussions of project activities.  It also contributed to create the 
feeling of ownership. 

 Coordination with other partners for financial sustainability: 
The project benefitted from the financial assistance of other donor partners not only for the 
implementation of the project’s proper activities but also for the dissemination of the project 
to other regions.  It was because the project made a lot of effort to involve the concerned 
partners by inviting them to meetings and workshops to introduce the activities.   Also a 
brochure of project activities with necessary budget for its implementation was created to 
attract financial support.  While financial sustainability is often an issue, these measures 
could be very effective. 

 Coordination among all levels (district-region-central): 
When a project intervenes at regional or at district level, it is essential to engage with the 
central level in view of institutionalization and sustainability of the project’s output.  
Especially in the cooperation for health system management, all levels must interact with 
each other in order to function as a whole system and ultimately improve quality of health 
services.  Thus, it is crucial to work with central level in addition to every other field level 
actor.   
  

(2) Program approach 
This project constitutes the core of JICA’s “Health System Strengthening Program” for Senegal, and the 
results of the project highly contribute to achieve the program goal in the following ways: 

1. Good management of health facilities which were constructed with Japan’s grant aid 
2. Reinforcement of the management capacity (improvement of working environment, 

development of strategic plan, etc.) of personnel who received training in Japan and 
third countries in the field of ENDSS and CNFTMH 

3. Establishment of a base for PRESSMN2 to improve the quality of health services and 
increase the number of visits. 

Concerning the synergy effect in technical aspect, PARSS involved well the personnel who benefitted 
from AAKCP program in 5S-KAIZEN activities.  As a result, 5S activities are being promoted in all 
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Senegal, and 5S guideline for hospitals is being developed by the Senegalese side based on the one for 
health centers made by PARSS. 
All these synergy effects within the program mentioned above are to be attributed to strong 
commitment of the Senegalese side who globally comprehends the program, and also to great effort 
provided by the technical advisor at the Ministry of Health and Social Action to coordinate all projects 
and the Senegalese side in the program framework to ensure smooth communication. 
Every component of the program was well designed to properly interact and thus produce a synergy 
effect. This, together with good commitment of the Senegalese side and presence of JICA technical 
advisor who directs the whole program towards the right direction makes it a good case study of 
program approach. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

セネガル共和国（以下、「セネガル」と記す）は、1 人当たり国民総所得（GNI）1,030 米ドル

（世銀 2012 年）の低所得国であり、国連開発計画（UNDP）による人間開発指標による順位では

187 カ国中 154 位（2013 年）に位置づけられる低位人間開発国である。同国は、経済社会政策文

書（DPES）2011-2015 及び国家保健開発計画（PNDS）2008-2019 において、ミレニアム開発目標

（MDGs）の達成を目標の一つに掲げるとともに、そのための戦略の一つとして成果重視マネジ

メント（Gestion axées sur les résultats）による政策実施を謳っているが、5 歳未満児死亡率（MDG4）
や妊産婦死亡率（MDG5）は、サブサハラアフリカ平均を下回ってはいるものの依然として MDGs
達成には程遠い〔MDG 目標値はそれぞれ 46 対出生 1,000、170 対出生 10 万であるのに対して、

現状はそれぞれ全国平均 72 対出生 1,000、392 対出生 10 万（人口保健調査 DHS2012）〕。 
本プロジェクトの対象地域であるタンバクンダ州及びケドゥグ州は同国の南東部に位置し、国

土の約 39％（約 7 万 5,000km2）を占める広大な地域であるが、貧困率が高く、保健指標も全国平

均に比較して悪い〔5 歳未満児死亡率はタンバクンダ州で 100 対出生 1,000、ケドゥグ州で 154 対

出生 1,000（DHS2012）〕。また、施設分娩率についても、全国平均が 72.8％であるのに対して、

タンバクンダ州では 45.2％、ケドゥグ州では 32.4％となっている。 
日本はセネガル側とともに 2005 年、これら 2 州を日本の保健分野の協力の重点地域に設定し、

2007 年から保健社会活動省（以下「保健省」）とともに「タンバクンダ州及びケドゥグ州保健シ

ステム強化プログラム（2007-2011）」を実施した。現在は同プログラムの成果を全国展開するこ

とを視野に、技術協力プロジェクト 2 件（「母子保健サービス改善プロジェクト（PRESSMN）フ

ェーズ 2」及び「タンバクンダ州及びケドゥグ州保健システムマネジメント強化プロジェクト」）

と無償資金協力 1 件（「国立保健医療・社会開発学校 母子保健実習センター建設計画」）を主要

コンポーネントとする「保健システム強化プログラム（2012-2016）」を実施している。この協力

プログラムにおいては、まず医療施設や医療人材といった基盤の強化、次に保健システムのマネ

ジメントの強化、そしてこれら強化された保健システムに依拠しながら、ジェンダー平等推進の

視点に基づく「人間的なお産/継続ケア」のコンセプトの実践を可能とするような、母子保健サー

ビスの質の向上が最終的にめざされている。 
この協力プログラムの一環を成すものとして、本プロジェクト「タンバクンダ州及びケドゥグ

州保健システムマネジメント強化プロジェクト」は、州レベルでの保健行政及び医療施設におけ

るマネジメント、特に州保健行政における計画策定及びモニタリング評価や、医療施設における

リソース管理に係る能力を強化することを目的としてセネガル政府より要請され、保健省（中央）、

タンバクンダ州医務局及びケドゥグ州医務局をカウンターパート（C/P）機関として 2011 年 3 月

から 3 年間の予定で実施されている。 
2012 年 12 月に実施した中間レビューでは、課題及び今後の方向性についてカウンターパート

機関とともに確認し、進捗がおおむね良好であることを確認しつつ、同レビュー結果を受けて、

関係者のより良い調整の下、プロジェクト活動を進めるために、ワーキンググループの設置等を

行った。 
今回実施する終了時評価調査では、2014 年 2 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動

の実施、成果を評価・確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似
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事業の実施にあたっての教訓を導くために、セネガル側と協議することを目的に、以下のとおり

調査を実施する。 
① 日本側及びセネガル側（保健省保健総局）双方による合同評価委員会を設立し、終了時評

価調査にあたる。 
② これまでに実施した協力活動について、当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達

成度を確認する。 
③ 計画達成度を踏まえ、経済協力開発機構開発援助委員会（Development Assistance 

Committee：DAC）の評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）

の観点から、プロジェクトチーム及びセネガル側関係者とともに、プロジェクト終了時の

達成度に係る評価を行う。 
④ 以上のレビュー結果に基づき、プロジェクト終了後の持続性の確保について、プロジェク

トチーム及びセネガル側関係者と協議し、必要な提言を行う。 
⑤ 今後の類似事業及び次期フェーズの実施にあたっての教訓を導き出す。 
⑥ 協議結果について、セネガル側との合意事項としてミニッツに取りまとめる。 

 
１－２ 調査団の構成 

本調査団の構成は以下のとおり。 
 
（1）日本側評価調査団員 

No. 担当分野 氏 名 所属/役職 派遣期間 
1 団長/総括 小林 洋輔 

 
JICA 人間開発部保健第

一グループ保健第二課

課長 

12 月 1 日-12 月 5 日 

2 保健行政 永井 真理 保健省大臣官房 技術

顧問 
11 月 25 日-12 月 5 日

3 協力企画 1 安孫子 悠 JICA 人間開発部保健第

一グループ保健第二課

職員 

11 月 26 日-12 月 5 日

4 協力企画 2 笠原 早紀 JICA セネガル事務所

所員 
11 月 24 日-12 月 5 日

5 評価分析 阿部 久美子 個人コンサルタント 11 月 21 日-12 月 5 日

6 通 訳 Khadim Fall  11 月 21 日-12 月 4 日

 
（2）セネガル側評価調査団員 

No. 担当分野 氏 名 所属/役職 
1 総 括 Dr. Bineta SENE 保健省保健総局 技術顧問 
2 評価分析 Saly SENGHOR 

THIAM 
保健省保健総局 コミュニティ保健室 
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１－３ 調査日程 

現地調査は、2013 年 11 月 21 日から 12 月 4 日にかけて行われた。なお、詳細日程は付属資料

１のとおり。 
 
１－４ 主要面談者 

本調査における主要面談者は付属資料２のとおり。 
 
１－５ プロジェクトの概要 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix ：PDM）は付属資料 3 のとお

り。 
    

（1）実施機関 
セネガル国保健社会活動省、タンバクンダ州医務局、ケドゥグ州医務局 

 
（2）プロジェクトサイト 

タンバクンダ州及びケドゥグ州の 10 保健区 
 
（3）協力期間 

2011 年 3 月～2014 年 2 月（3 年間） 
 
（4）上位目標 

タンバクンダ州及びケドゥグ州の住民の健康状態が向上する。 
 
（5）プロジェクト目標 

タンバクンダ州及びケドゥグ州の州医務局及び保健区において、成果重視マネジメント能

力が強化される。 
 
（6）成 果 

成果１：州医務局及び保健区における計画策定及びモニタリング評価（M&E）の能力が向

上する。 
成果２：州医務局及び保健区のリソース（人材、会計・財務、医薬品・医療資機材、施設・

設備）管理能力が向上する。 
成果３：プロジェクトの経験がタンバクンダ州及びケドゥグ州内外で共有される。 

 
（7）活 動 

活動 1-1 州医務局及び保健区における保健情報システムのマネジメントを改善する。 
活動 1-2 州医務局及び保健区の年間活動計画（PTA）実行のための運営管理能力を強化す

る。 
活動 1-3 州医務局マネジメントチーム、保健区マネジメントチームの計画策定・モニタリ

ング評価能力向上のための持続的な仕組みを構築する。 
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活動 1-4 州医務局マネジメントチーム、保健区マネジメントチームのスーパービジョン能

力を強化する。 
活動 2-1 州医務局マネジメントチーム、保健区マネジメントチームのリソース管理能力向

上のための研修が持続的に実施される仕組みをタンバクンダ州保健研修センターに構

築する。 
活動 2-2 保健区における 5S 活動計画の実施促進を図る。 
活動 2-3 保健区におけるリソース管理能力が向上する。 
活動 3-1 保健システムマネジメント能力向上に対するプロジェクトの介入による効果を

検証する。 
活動 3-2 プロジェクト成果の対象州内外への拡大に向けた広報活動（中央レベルでのプロ

ジェクト活動の発表、メディアの利用、ニュースレター発行等）を実施する。 
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第２章 評価の方法 
 
２－１ 評価指標と評価設問 

本終了時評価は「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」に沿って実施された。プロジェクト

の成果及び目標の達成度、そして実施プロセスの検証について、最新の PDM（2013 年 7 月 4 日

改訂、付属資料３）に設定された指標に基づき、評価グリッド（付属資料４）を作成、情報収集

と分析が行われた。さらに評価 5 項目の観点から、表－1 のとおり、プロジェクトの妥当性、有

効性、効率性、インパクト、自立発展性についての評価分析が行われた。なお、評価グリッドの

評価設問は表－２のとおり。 
 

表－１ 評価 5 項目 

評価項目 視 点 

妥当性 
プロジェクト目標は日本の対セネガル援助政策に合致しているか、またセ

ネガルの保健開発政策と整合性はあるか。 

有効性 
プロジェクト目標の達成状況の検証及び、それはプロジェクトの成果によ

りもたらされたものか。 

効率性 
プロジェクトの成果は投入に見合ったものであるか。投入の質、量、タイ

ミングは適切であったか。 

インパクト 
上位目標達成の見込み、プロジェクトの波及効果及び予期しなかった正負

のインパクトは何か。 

自立発展性 
政策、組織・制度、財政面及び技術面でのプロジェクト効果持続の見込み

はどうか。 
出所：新 JICA 事業評価ガイドライン 

 

表－２ 評価設問 

評価 
項目 

評価設問 
大項目 小項目 

実
績
の
検
証 

投入実績 

日本側 
専門家派遣の数・分野・時期、海外・国内研修、資機材、運

営経費 
セネガル側 
C/P 機関内のプロジェクト実施人材、施設及び資機材、運営

経費 

成果の達成度 

成果１：「州医務局及び保健区における計画策定及びモニタ

リング評価（M&E）の能力が向上する」の達成度と見込み 
成果２：「州医務局及び保健区のリソース（人材、会計・財

務、医薬品・医療資機材、施設・設備）管理能力が向上する」

の達成度と見込み 
成果３：「プロジェクトの経験がタンバクンダ州及びケドゥ

グ州内外で共有される」の達成度と見込み 
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プロジェクト

目標の達成度 

プロジェクト目標：「タンバクンダ州及びケドゥグ州の州医

務局及び保健区において、成果重視マネジメント能力が強化

される」の達成度と見込み 
上位目標達成

の見込み 
上位目標：「タンバクンダ州及びケドゥグ州の住民の健康状

態が向上する」の達成見込み 

実
施
プ
ロ
セ
ス
の
検
証 

活動の進捗・実

施状況 

活動は計画どおりに実施されたか 
十分に実施されていない活動や効果が十分でない活動はあ

るか、その要因は何か 
活動の実施過程で生じた問題はあるか、その要因は何か 

プロジェクト

運営管理 

モニタリングと実施状況 
プロジェクト内のコミュニケーションは十分であったか 
本部・在外事務所のプロジェクト支援は適切であったか 

C/P の 
オーナーシッ

プ 

C/P の配置は適切であったか 
C/P のプロジェクト活動参加の度合い 
実施機関のプロジェクト運営費の負担の度合い 

他ドナーとの

連携 
他ドナーとの連携は効果的に行われたか 

 

妥
当
性 

必要性 
プロジェクト目標、上位目標は現在のセネガルの国家保健

政策及びタンバクンダ州・ケドゥグ州のニーズと合致して

いるか 

日本側の優先度 
日本の援助政策、JICA 国別事業実施計画との整合性はある

か 

手段の適切性 

プロジェクトのアプローチは適切であったか 
ターゲットグループの選定は適切であったか 
間接受益者であった保健ポスト 2 カ所において活動を行っ

たのはなぜか 
中間レビュー後、間接受益対象であった保健ポストを活動

対象とするか検討されたか 

有
効
性 

プロジェクト目

標の達成 
プロジェクト目標は達成されるか 

プロジェクト目

標と成果の因果

関係 

成果はプロジェクト目標を達成させるために十分であった

か 
プロジェクト目標に至るまでの外部条件の影響はあったか

プロジェクト目標達成の阻害・貢献要因は何か 

効
率
性 

成果の産出状況 成果は達成されるか 
成果と活動の因

果関係 
活動は成果を達成させるために十分であったか 
活動から成果に至るまでの外部条件の影響はあったか 

コスト プロジェクトの達成度は投入コストに見合ったものか 

タイミング 
専門家派遣、供与機材や予算手当てがタイミングよく実施

されたか 
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イ
ン
パ
ク
ト
（
予
測
） 

上位目標の達成

見込み 

健康関連のミレニアム開発目標で採用された指数の改善見

込みはあるか（事後評価で効果の検証ができるか） 
プロジェクトの効果として、上位目標の達成に資する変化

は起きているか/達成のための取り組みが行われているか 
上位目標達成を阻害する要因はあるか 

上位目標とプロ

ジェクト目標の

因果関係 

上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか 
プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条件は現

時点においても正しいか。外部条件が満たされる可能性は

高いか 

波及効果 
予想しなかった正のインパクトは生じたか、それは何か 
予想しなかった負のインパクトは生じたか、それは何か 

「保健システム

強 化 プ ロ グ ラ

ム」の相乗効果 

タンバクンダ州・ケドゥグ州内での他案件との相乗効果は

どのようなものか 

自
立
発
展
性
（
見
込
み
） 

政策・制度面 
政策支援はプロジェクト終了後も継続されるか 
関連規制、法制度は整備されているか。整備される予定か

組織・財政面 

協力終了後も効果を上げていくための活動を実施するに足

る組織能力はあるか 
活動継続のための予算の確保は行われているか。確保の見

込みはあるか 

技術面 

プロジェクトで用いられた技術移転の手法は受容されつつ

あるか 
活動の普及のメカニズムはプロジェクトに取り込まれてい

るか 
普及のメカニズムを維持できる可能性はどの程度あるのか

社会・文化・環

境面 
女性、貧困層、社会的弱者への配慮不足により、持続的効

果を妨げる可能性はないか 
他開発パートナ

ーの支援 
他開発パートナーの支援は継続される予定か 

 
２－２ データ収集・分析方法 

日本・セネガルの合同評価チームにより、既存の文献及び報告書等（事業進捗報告書、業務完

了報告書、中間レビュー報告書、合同調整委員会議事録、専門家報告書、活動実績資料等）のレ

ビュー、プロジェクト関係者や関係機関への質問票や聞き取りによる調査が行われた。調査結果

は、最新の PDM（2013 年 7 月 4 日改訂）に基づいて、プロジェクト成果の達成度の確認及び評

価 5 項目での分析を実施し、合同評価報告書（付属資料５）に取りまとめた。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 
３－１ 投入実績 

（1）日本側投入実績 
以下に 2013 年 11 月時点の日本側からの投入を記す。 

構 成 投 入 
専門家派遣 延べ 13 名 

分野：総括、成果マネジメント、保健計画策定、財務管理、

5S-KAIZEN-TQM、モニタリング評価、保健情報システム 
詳細は付属資料７のとおり 

供与機材 車両 2 台（約 956 万円）、事務物品等（約 130 万円） 
詳細は付属資料８のとおり 

ローカルコスト 総額 1 億 3,335 万 5,000 円（2013 年 10 月時点） 
会議費、ローカルコンサルタント契約費、成果品作成費等 

 
（2）セネガル側投入実績 

以下に 2013 年 11 月時点でのセネガル側からの投入を記す。 
・ カウンターパートの配置：延べ 11 名（保健省保健総局長、プライマリ・ヘルス・ケ

ア部局長、調査計画・統計計画局長、質プログラムコーディネーター、保健施設局長、

タンバクンダ州及びケドゥグ州医務局長）、詳細は付属資料９のとおり。 
・ プロジェクト執務室（ダカール、タンバクンダ州） 
・ 執務室の水道光熱費等の負担 

 

３－２ 活動実績 

成果に係る活動実績は以下のとおり。 
成果１ 
州医務局及び保健区における計画策定及びモニタリング評価（M&E）の能力が向上する。 

活 動 実施状況 
1-1 州医務局及び保健区における保健情報システムのマネジメントを改善する。 
1-1-1 ベースライン分析を実施し、州医

務局及び保健区における国家保健情報

サービス（SYSNIS）及び他の情報シス

テムのデータの質、データ利用状況を検

証する。 

2011 年 5 月に州医務局と保健区レベルの保健情報シ

ステムの現状調査が行われ、10 月～11 月に、保健ポ

ストでの保健情報活用に関する調査が行われた。

2013 年 7 月には、保健区、保健センター、保健ポス

ト、保健小屋を対象とした保健情報システムのスー

パービジョンツール作成のための現状調査が行われ

た。 
1-1-2 州医務局に対し、年次パフォーマ

ン ス レ ビ ュ ー （ Revue Annuelle 
Conjointe：RAC）の枠組みでの保健情報

データ分析や分析結果の保健区へのフ

ィードバックを支援し、活動計画策定等

へのデータ利用の実施を促進する。 

2013 年 7 月～8 月にかけて、保健区、保健センター、

保健ポスト、保健小屋を対象とした保健情報システ

ム運用のスーパービジョンツールが作成され、州医

務局による保健区や保健医療施設の保健情報システ

ム運用状況の分析とフィードバックの体制が強化さ

れた。2013 年 8 月～9 月にかけて、州医務局と保健

区の年次パフォーマンスを評価するための指標につ
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いての調査が行われ、パフォーマンス評価指標につ

いての提案書が取りまとめられた（州レベルでデー

タ収集可能なパフォーマンス評価指標の調査報告

書）。 
1-1-3 ベースライン分析結果に基づき、

効率的な保健情報収集・報告・分析のた

め、州医務局が保健区に対する研修を主

導する。〔国連児童基金（UNICEF）の資

金援助により実施〕 

保健省保健情報局が、2013 年 3 月に保健情報システ

ム研修の講師養成研修を実施し、タンバクンダ、ケ

ドゥグ両州の州医務局と各保健区から、それぞれ 3
名ずつの職員が参加した。ただし、研修実施は、保

健省保健情報局が他ドナーの支援を得て主導し、プ

ロジェクトメンバーの関与は限定的だった。 
1-2 州医務局及び保健区の年間活動計画（PTA）実行のための運営管理能力を強化する。 
1-2-1 ベースライン分析を合同で実施

し、計画策定や実施管理に関する現状の

把握、問題点の抽出を行う。 

2011 年 4 月～5 月にかけて、関係者への聞き取りと

資料レビューによる PTA運用に関する現状調査を行

った。2011 年 5 月に開催されたワークショップでは、

タンバクンダ、ケドゥグ両州医務局の関係者を対象

に、PTA 運用の現状に関するアンケート調査を行っ

た。 
1-2-2 州医務局及び保健区の効果的な

年間活動計画（PTA）策定のために、「PTA
運用ガイドライン」の暫定版を作成す

る。 

2011 年 7 月に「PTA 運用ガイドライン」の初稿が作

成され、8 月に開催されたワークショップで、関係

者と共有された。 

1-2-3 「PTA 策定研修の講師用ガイドラ

イン」の暫定版を作成する。 
2011 年 10 月に、「PTA 策定研修の講師用ガイドライ

ン」の初稿が作成され、関係者と共有された。 
 

1-2-4 暫定版のガイドを用いて、タンバ

クンダ州・ケドゥグ州の 2012 年度の PTA
策定及び承認プロセスを支援する。 

2011 年 10 月～12 月にかけて、タンバクンダ、ケド

ゥグ両州で 2012 年度 PTA が策定された。「PTA 運用

ガイドライン（暫定版）」と「PTA 策定研修の講師用

ガイドライン（暫定版）」の試験運用を兼ねて、両文

書が PTA 策定の過程で使われた。 
1-2-5 タンバクンダ、ケドゥグ両州の経

験から得られた教訓を基に二つの文書

を完成させ、公式文書として承認を得

る。 

2012 年 1 月～8 月にかけて開催された一連のワーク

ショップで両文書が関係者と共有され、タンバクン

ダ、ケドゥグ両州での試験運用の結果を踏まえて改

訂された。2012 年 9 月に、両文書が保健省の公式文

書として承認された。 
1-2-6 タンバクンダ、ケドゥグ両州の

2013 年度・2014 年度の年間活動計画

（PTA）の策定及び承認プロセスを支援

する。（UNICEF の資金援助により実施）

2012 年 9 月～12 月にかけて、タンバクンダ、ケドゥ

グ両州での 2013 年度 PTA 策定を支援した。PTA 策

定の過程では、承認版の両文書が用いられ、関係者

に配布された。2013 年 11 月～12 月にかけて、両州

で 2014 年度 PTA が策定される予定。日本政府・

UNICEF マルチバイ支援による拠出を活用して、両

州医務局が PTA策定のための活動を主導する見込み

である。 
1-2-7 タンバクンダ、ケドゥグ両州の

2014 年度の「自治体の年次保健活動計画

（ Plan Opérationnel des Collectivités 

2013 年 7 月に「【自治体の年次保健活動計画（POCL）
策定ガイドライン】運用マニュアル」の初稿が作成

され、保健省、タンバクンダ州、ケドゥグ州の関係
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Locales en matière de Santé ：

POCL-Santé ）」 の 作 成 を 支 援 す る 。

（UNICEF の資金援助により実施） 

者と共有された。2013 年 8 月に、同文書は保健省の

公式文書として承認され、全国に配布された。同文

書完成までの一連の活動は、ベルギー政府の保健シ

ステムマネジメント強化プロジェクト（Programme 
d'Appui à la Gouvernance Sanitaire：PAGOSAN）と協

働で進められた。2013 年 11 月～12 月にかけて、タ

ンバクンダ、ケドゥグ両州医務局が、日本政府・

UNICEF マルチバイ支援による拠出を活用して、各

自治体への POCL 策定のためのオリエンテーション

を実施する予定。 
1-2-8 「州医務局四半期調整会議実施マ

ニュアル」と「保健区月例調整会議実施

マニュアル」の暫定版を作成する。 

2012 年 3 月～5 月にかけて、「州医務局四半期調整会

議実施マニュアル」と「保健区月例調整会議実施マ

ニュアル」の初稿が作成され、タンバクンダ、ケド

ゥグ両州医務局の四半期調整会議で関係者と共有さ

れた。 
1-2-9 マニュアルに基づいて、タンバク

ンダ、ケドゥグ両州医務局及び保健区で

の調整会議の実施を技術支援し、会議の

効果的な実施を促進する。 

2012 年 5 月以降に開催されたタンバクンダ、ケドゥ

グ両州医務局での四半期調整会議が、「州医務局四半

期調整会議実施マニュアル」に規定された手順とツ

ールに基づいて実施されるように、継続的に支援し

た。 
1-2-10 タンバクンダ、ケドゥグ両州で

の経験を取り入れて二つの文書を完成

させ、公式文書として承認を得る。 

2013 年 12 月に保健省と州医務局関係者を集めてワ

ークショップを開催し、両マニュアルを完成させ、

保健省の公式文書としての承認を得る予定。 
1-3 州医務局マネジメントチーム、保健区マネジメントチームの計画策定・モニタリング評

価能力向上のための持続的な仕組みを構築する。 
1-3-1 州医務局マネジメントチーム、保

健区マネジメントチームの計画策定・モ

ニタリング評価能力向上のために必要

とされる研修ニーズを分析する。 

2012 年 9 月～10 にかけて、ローカルコンサルタント

が、タンバクンダ、ケドゥグ州の関係者への聞き取

りを行い、州医務局・保健区マネジメントチームメ

ンバーの計画立案・モニタリング評価能力向上のた

めのニーズ調査を行った。 
1-3-2 州レベルの関係者の計画策定・モ

ニタリング評価能力向上のための研修

教材とプログラムを作成する。 

2012 年 10 月～2013 年 1 月にかけて、ローカルコン

サルタントが、計画立案・モニタリング評価能力向

上のための研修プログラムを作成し、2013 年 2 月に

タンバクンダ、ケドゥグ州の関係者との意見交換を

行った。 
1-3-3 計画策定・モニタリング評価能力

向上のための講師養成研修を実施する。

2013 年 7 月に、計画立案・モニタリング評価能力向

上のための講師養成研修が実施され、タンバクンダ、

ケドゥグ両州の 11 名の州医務局マネジメントチー

ムメンバーが講師として養成された。 
1-3-4 タンバクンダ、ケドゥグ両州にお

いて州医務局マネジメントチーム、保健

区マネジメントチームを対象に計画策

定・モニタリング評価能力向上のための

研修を実施する。（UNICEF の資金援助に

より実施） 

2013 年 10 月に、タンバクンダ、ケドゥグ両州の保

健区マネジメントチームメンバーを対象とした計画

立案・モニタリング評価能力向上研修が実施され、

タンバクンダ州では 41 名が、ケドゥグ州では 20 名

が研修に参加した。研修は、日本政府・UNICEF の

マルチバイ支援での拠出により実施された。 
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1-4 州医務局マネジメントチーム、保健区マネジメントチームのスーパービジョン能力を強

化する。 
1-4-1 州医務局、保健区で使われている

既存のスーパービジョンツールを確認

する。 

2012 年 2 月～5 月にかけて、保健省の既存の各種ス

ーパービジョンツールの現状調査が行われた。 

1-4-2 既存のスーパービジョンツール

に 5S と OGRIS の要素を盛り込んで改訂

する。 

2013 年 7 月に保健センターの 5S スーパービジョン

ツールが作成され、7 月～10 月にかけて、タンバク

ンダ州内で 5S 研修を実施した保健センターでの試

験運用を兼ねて使用された。 
2011 年 11 月より、医薬品管理、人材管理、保健情

報活用ツール（OGRIS）の作成が進められ、同時に、

OGRIS 活用状況のスーパービジョンツールが作成

された。 
2013 年 9 月に、保健センターと保健ポスト用のスー

パービジョンツールを含む、OGRIS 研修パッケージ

が、保健省の公式文書として承認された。 
 
成果２ 
州医務局及び保健区のリソース（人材、会計・財務、医薬品・医療資機材、施設・設備）管理

能力が向上する。 
活 動 実施状況 

2-1 州医務局マネジメントチーム、保健区マネジメントチームのリソース管理能力向上のた

めの研修が持続的に実施される仕組みをタンバクンダ州保健研修センターに構築する。 
2-1-1 タンバクンダ州保健研修センタ

ーでの継続研修プログラムに PARSS
（Projet de Renforcement du Management 
de Système de Santé：保健システムマネジ

メント強化プロジェクト）作成の研修プ

ログラムやツールを組み込む方策を検

討する。 

2013 年 9 月に、プロジェクトが作成した各種研修プ

ログラムやツールを、タンバクンダ保健研修センタ

ーでの継続研修プログラムに組み込むための企画書

が作成された。2013 年 10 月に、保健省、タンバク

ンダ州、ケドゥグ州の関係者を集めてワークショッ

プを開催し、同企画書の内容と今後の方策を話し合

った。11 月には、継続研修プログラムの具体的なカ

リキュラムについて話し合う会議を開催する予定。

2-2 保健区における 5S 活動計画の実施促進を図る。 
2-2-1 保健区における業務環境及び人

材の執務意識に関する現状の把握、問題

点に関するベースライン分析を実施す

る。 

2011 年 4 月～7 月にかけて、タンバクンダ、ケドゥ

グ州の保健センターの職場環境に関する現状調査が

行われた。 

2-2-2 パイロットの保健センターで 5S
研修を行い、保健センターでの 5S モデ

ルを確立する。 

2011 年 8 月に、タンバクンダ保健センターで 5S パ

イロット研修が実施され、保健センターの 5S モデル

が構築された。 
2-2-3 「5S 実践マニュアル」の暫定版

を作成し、保健センターでの 5S 実施の

ために活用する。 

2012 年 1 月に「5S 実践マニュアル・事例集」の初稿

が作成され、保健省、タンバクンダ州、ケドゥグ州

の関係者と共有された。その後、一連のワークショ

ップで、関係者の意見を取り入れて、文書が改訂さ

れた。 
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2-2-4 「5S 実践のための講師用ガイド

ライン」の暫定版を作成する。 
2012年 1月に「5S実践のための講師用ガイドライン」

の初稿が作成され、保健省、タンバクンダ州、ケド

ゥグ州の関係者と共有された。その後、一連のワー

クショップで、関係者の意見を取り入れて、文書が

改訂された。 
2-2-5 5S 実践のための講師養成研修を

行う。 
2012 年 7 月に、ダカールのガスパールカマラ保健セ

ンターで 5S 研修が実施され、その過程で保健省、タ

ンバクンダ州、ケドゥグ州関係者 14 名が 5S 研修講

師として養成された。同時に、同研修実施の際に両

文書が試験運用された。 
2-2-6 保健センターで 5S 研修実施前の

データ収集を行う。 
2012 年 9 月～12 月にかけて、タンバクンダ、ケドゥ

グ両州の 8 保健センターで、5S 研修実施前のデータ

収集を行った。 
2-2-7 「5S 実践マニュアル」及び「5S
実践のための講師用ガイドライン」を用

いて 4 保健センターで 5S 研修を実施す

る。 

2012 年 10 月～12 月にかけて、グジリ、バケル、ケ

ドゥグ、ジャンケマハ保健センターで、「5S 実践マ

ニュアル・事例集」と「5S 実践のための講師用ガイ

ドライン」を用いて、5S 研修を実施した。 
2-2-8 5 保健センターでの 5S 研修実施

から得た経験を取り入れて「5S 実践マニ

ュアル」及び「5S 実践のための講師用ガ

イドライン」を最終化し、公式文書とし

て承認する。 

「5S 実践マニュアル・事例集」と「5S 実践のため

の講師用ガイドライン」は、5 保健センターでの 5S
研修の経験を取り入れて改訂され、2013 年 7 月に保

健省の公式文書として承認された。 

2-2-9 保健センターにおいて 5S 研修実

施後のデータを収集する。 
2013 年 5 月～7 月にかけて、タンバクンダ、ケドゥ

グ両州の 4 保健センターで 5S 研修実施後データを、

他の 4 保健センターでコントロールデータの収集を

行った。 
2-2-10 残りの 5保健センターで 5S研修

を実施する。 
2013 年 11 月にマカクリバンタン保健センターで 5S
研修を実施した。12 月にサレマタ保健センターで研

修を実施予定。残りのサラヤ、キディラ、クンペン

トゥム保健センターについては、新施設が建設され

ているが、電気の問題により移転が完了していない

ため、5S 研修実施を見合わせている。 
2-3 保健区におけるリソース管理能力が向上する。 
2-3-1 保健区において、人材管理、財務

会計管理、医薬品管理、医療機材管理、

施設管理などのリソース管理のベース

ライン分析を行い、リソース管理能力の

現状を把握する。 

2011 年 4 月～8 月にかけて、関係者への聞き取りと

現場視察を行い、人材管理、医薬品管理、財務会計

管理、医療機材管理、施設管理といったリソース管

理の現状に関する調査を行った。2012 年 2 月～3 月

にかけて、タンバクンダ保健区内の 14 保健ポストを

対象に、医薬品管理、人材管理、保健情報活用に関

する現状調査を行い、結果を取りまとめた。 
2-3-2 医薬品管理、人材管理、保健情報

活用のためのツール（OGRIS）をパイロ

ット保健ポストに導入する。 

2011 年 11 月～12 月にかけて、医薬品管理、人材管

理、保健情報活用のためのツール（OGRIS）を作成

し、タンバクンダ保健区のクサナール保健ポストで

パイロット運用を行った。2012 年 3 月に、同保健ポ

ストでのパイロット運用状況のモニタリング会合を
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開催した。 
2-3-3 医薬品管理ツール、人材管理ツー

ル活用、保健情報管理ツール活用のため

のガイドライン暫定版を作成する。 

クサナール保健ポストへの OGRIS 導入から得られ

た経験に基づいて、「医薬品管理ツール活用ガイド」

「保健情報管理ツール活用ガイド」「人材管理ツール

活用ガイド」の初稿が作成された。2012 年 5 月に開

催されたワークショップで、保健省、タンバクンダ

州、ケドゥグ州の関係者に 3 冊の文書が共有され、

意見交換が行われた。 
2-3-4 「医薬品管理、人材管理、保健情

報活用のためのツール（OGRIS）研修講

師用ガイド」の暫定版を作成する。 

2012 年 5 月に「OGRIS 研修講師用ガイド」の初稿が

作成され、7 月に開催されたワークショップで、保

健省、タンバクンダ州、ケドゥグ州の関係者に共有

され、意見交換が行われた。その後、OGRIS フィー

ルド研修で用いる「OGRIS スーパービジョンノー

ト」の初稿が作成され、2012 年 9 月に関係者と共有

された。 
2-3-5 タンバクンダ保健区及びケドゥ

グ保健区内の保健ポストにおいて上記

OGRIS 文書を用いて研修を行う。 

2012 年 10 月に、タンバクンダ保健区とケドゥグ保

健区の保健区マネジメントチームメンバーと保健ポ

スト長を対象とした OGRIS 研修が実施された。タン

バクンダ保健区での研修には、マネジメントチーム

メンバー4 名と保健ポスト長 13 名が、ケドゥグ保健

区での研修には、マネジメントチームメンバー11 名

と保健ポスト長 10 名が参加した。その後、2012 年

10 月～2013 年 4 月にかけて、両保健区でそれぞれ 2
回ずつ OGRIS フィールド研修が実施された。 

2-3-6 OGRIS 文書を改訂し、保健セン

ターで活用できるようにする。 
保健ポスト用に作成された OGRIS 文書一式が、2013
年 2 月に開催されたワークショップで、保健センタ

ーで活用できるように改訂された。その後、2013 年

6 月～10 月にかけて、タンバクンダ保健センターと

ケドゥグ保健センターでの OGRIS 研修が実施され、

OGRIS 文書一式が研修実施過程で適宜改訂された。

2-3-7 OGRIS 文書を 2 保健区での経験

を取り入れて完成させ、公式文書として

承認を得る。 

OGRIS 文書一式（8 種類）が、タンバクンダ保健区

とケドゥグ保健区での経験を取り入れて改訂され、

2013 年 9 月に保健省の公式文書として承認された。

2-3-8 残りの 8 保健区において OGRIS
研修を実施する。（UNICEF の資金援助に

より実施） 

2013 年 10 月に、タンバクンダ州内の 6 保健区のマ

ネジメントチームメンバー35 名、ケドゥグ州内の 2
保健区のマネジメントチームメンバー8 名が OGRIS
講師研修を受講した。2013 年 11 月以降、日本政府・

UNICEF マルチバイ支援からの拠出で、各保健区で

の OGRIS 研修が実施される予定。 
2-3-9 財務会計研修を実施する。 2013 年 1 月に、タンバクンダ、ケドゥグ両州の州医

務局長、保健区長、物品・会計担当官を対象に、財

務会計研修が実施された。 
2-3-10 人材管理の法規制関連の研修を

実施する。 
2013 年 12 月に、タンバクンダ、ケドゥグ両州の関

係者を対象に、人材管理の法規制関連の研修が実施

される予定。 
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成果３ 
プロジェクトの経験がタンバクンダ州及びケドゥグ州内外で共有される。 

活 動 実施状況 
3-1 保健システムマネジメント能力向

上に対するプロジェクトの介入による

効果を検証する。 

5S 研修の前後で保健センターでのデータ収集が行

われ、プロジェクト活動による職員の意識や患者の

満足度の変化が測定された。OGRIS 研修について

は、研修実施前後で保健ポストのリソース管理状況

の評価が行われ、OGRIS 導入による保健ポストのマ

ネジメント能力の変化が測定された。また、タンバ

クンダ保健区の保健ポストで職員への聞き取りを行

い、OGRIS 導入による効果の質的調査が行われた。

3-2 プロジェクト成果の対象州内外へ

の拡大に向けた広報活動（中央レベルで

のプロジェクト活動の発表、メディアの

利用、ニュースレター発行等）を実施す

る。 

プロジェクト広報用パンフレット、5S 研修紹介パン

フレット、OGRIS 研修紹介パンフレットを作成し、

全国に配布した。2013 年 9 月には、5S と OGRIS 文

書の公開式典が開催され、保健セクターの主要な関

係者やメディア関係者に、プロジェクトの取り組み

が周知された。その他、米国国際開発庁（USAID）、

UNICEF、ベルギー政府、フランス政府、ルクセンブ

ルク政府の関係者と密に連絡をとり、プロジェクト

が構築した研修モデルやツールを他州に広めるため

の働きかけを行った。 
 
３－３ プロジェクト成果（アウトプット）の達成度 

成果の達成度は PDM version 2 で設定されている指標を基にして評価した。以下、各成果の指

標ごとに達成状況を記す。 
（1）成果１ 

成果１の指標はほぼ達成されており、プロジェクト終了までの成果１の達成見込みは高い。 
・ 保健情報システム改善については、2010 年 8 月から 2013 年 3 月まで続いたストライ

キにより保健情報の報告が停止したため開始が遅れていたものの、保健情報システム

の分析及び活用方法に係るマニュアルを作成、全対象者に対する研修を実施した（指

標１）。 
・ 計画立案・モニタリング評価能力強化の仕組みの構築については、PTA 運用ガイドラ

イン、州医務局及び保健区で定期的に実施する調整会議の実施マニュアル、州医務局

における年次パフォーマンスレビューの報告フォーマット等が作成され、対象者全員

に対する研修の実施を経て、実際の PTA 策定過程や調整会議において活用されている

（指標２、３、４、５）。 
・ スーパービジョンツールについては、医療施設におけるリソース管理や 5S 活動、保

健情報システムマニュアル等に関するスーパービジョンツールが作成され、保健省文

書として承認されている。各ツールに係る研修も実施済みであるが、唯一活動開始が

遅れた保健情報システムのスーパービジョンツールのみ残りの実施期間で導入され

る見込みである（指標６、７）。 
・ プロジェクトが構築した各種研修プログラムを今後体系的に実施していくために、同
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プログラムをタンバクンダ州保健研修センター（CRFS）の継続研修プログラムに組

み込むことがカウンターパートと合意されている。既にプログラム内容及び今後の運

営委員会の設置等の運営体制の方向性が企画書に取りまとめられているとともに、同

CRFS が研修実施に係る資金を他パートナーから獲得できるよう、このプログラムの

紹介パンフレットの作成をプロジェクトが支援している。 
 

成果１のより詳細な達成状況は以下のとおり。 
成果１ 
州医務局及び保健区における計画策定及びモニタリング評価（M&E）の能力が向上する。

指 標 達成状況 
1）2013 年までに、各州医務局と保健区の少な

くとも 1 名の情報担当者が、情報システム研

修を受講する。 

保健省保健情報局が、2013 年 3 月に保健

情報システム研修の講師養成研修を実施

し、各州医務局と保健区から 3 名の職員

が参加した。 
2）2013 年までに、計画策定とモニタリング・

評価の能力を改善するために必要な仕組み

（講師チーム、研修モジュール、実施ガイド

ライン、研修枠組み、モニタリング・評価方

法、資金拠出方法）が構築される。 

州医務局と保健区の計画策定・モニタリ

ング評価の能力を改善するための仕組み

が構築され実施された。仕組みの詳細と

実施内容は以下のとおり： 
PTA 運用能力強化：PTA 運用ガイドライ

ン、PTA 運用能力強化研修実施ガイドラ

インが作成され、2011 年より、州医務局

と保健区での PTA 策定研修と PTA 策定に

活用されている。タンバクンダ、ケドゥ

グ両州での PTA 運用能力強化のためのパ

イロット活動の過程で、PTA 運用能力強

化研修の講師が、両州と保健省の職員の

なかから養成された。他方、州医務局と

保健区が定期的に実施する調整会議の実

施マニュアルが作成され、2011 年より州

医務局と保健区での PTA 策定とモニタリ

ングに活用されている。PTA に基づく年

次パフォーマンス評価に関しては、州医

務局が年次パフォーマンスを報告するた

めのプレゼンテーションフォーマットが

作成され、2012 年度の年次パフォーマン

スレビュー会議で活用された。 
計画立案・モニタリング評価能力強化研

修：セネガルのマネジメント高等教育セ

ン タ ー （ Centre Africain d’Etudes 
Supérieures en Gestion：CESAG）との連携

により、州医務局と保健区のマネジメン

トチームメンバーの計画立案・モニタリ

ング評価能力を強化するための研修プロ

グラムが構築された。2013 年 7 月に、講
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師養成研修が実施され、タンバクンダ、

ケドゥグ両州の 11 名の州医務局マネジメ

ントチームメンバーが講師として養成さ

れた。 
タンバクンダ保健研修センターでの継続

研修：プロジェクトが構築した各種研修

プログラムを、タンバクンダ保健研修セ

ンターの継続研修プログラムに組み込む

ことが合意された。プログラム内容が決

まり、資金獲得のためのプログラム紹介

パンフレットの作成を支援する予定。 
3）2012 年中に、PTA 運用ガイドライン初稿が

作成される。 
2011 年 7 月に PTA 運用ガイドライン初稿

が作成され、関係者と共有された。 
4）2013 年までに、PTA 運用ガイドライン最終

版が作成される。 
タンバクンダ、ケドゥグ両州での試験運

用を経て、PTA 運用ガイドラインの最終

版が作成され、2012 年 9 月に保健省の公

式文書として承認された。 
5）2012 年までに、タンバクンダ・ケドゥグ州

の州医務局、州公共機関、保健区のマネジメ

ントチームメンバーの 80％以上が、PTA 運用

ガイドライン研修を受講する。 

達成された。詳細は以下のとおり： 
2011 年 11 月に PTA 運用ガイドライン初

稿に基づいて研修が実施され、タンバク

ンダ・ケドゥグ州の州医務局、州公共機

関、保健区のマネジメントチームメンバ

ー、合計 81 名が研修を受講した。 
2012 年 9 月には、PTA 運用ガイドライン

最終版に基づいてタンバクンダで研修が

実施され、タンバクンダ州医務局、州公

共機関、保健区のマネジメントチームメ

ンバーのほぼ全員（56 名）が受講した。

ケドゥグ州については、2012 年 10 月に研

修が実施され、同様に関連する職員ほぼ

全員（25 名）が受講した。 
6）2012 年までに、改善されたスーパービジョ

ンツールが導入される。 
以下のスーパービジョンツールが完成し

た： 
－ リ ソ ー ス 管 理 ・ 保 健 情 報 活 用

（OGRIS） 
－ 保健センターの 5S 
－ 保健情報システムマネジメント（保

健区、保健センター、保健ポスト、

保健小屋対象の 4 種類） 
－ 保健区のモニタリング評価活動（暫

定版） 
7）2012 年までに、州医務局、州公共機関、保

健区のマネジメントチームメンバーの 80％以

上が、スーパービジョン研修を受講する。 

以下のスーパービジョン研修が実施され

た/される： 
OGRIS：2013 年 10 月に、タンバクンダ、

ケドゥグ両州の保健区マネジメントチー
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ムを対象とした OGRIS 講師研修が実施さ

れ、OGRIS スーパービジョンツールの使

い方が説明された。 
保健センターの 5S：5S 研修を実施したタ

ンバクンダ、バケル、グジリ、ジャンケ

マハ保健センターで 5S スーパービジョン

研修が実施され、その過程で、それぞれ

の保健区のマネジメントチームメンバー

が 5S スーパービジョンツールの内容と実

施手順を理解した。 
保健情報システムマネジメント：今後、

四半期調整会議など、州レベルの会合で、

スーパービジョンツールのオリエンテー

ションが実施される予定。 
 
（2）成果２ 

成果２の指標はほぼ達成されており、プロジェクト終了までの成果２の達成見込みは高い。 
・ OGRIS 及び 5S 実践マニュアルが策定され、いずれも保健省文書として承認されてい

る（指標１、２、４、５）。 
・ OGRIS ツールに係る研修の実施状況としては、両州の全 10 保健区のうち 2 保健区で

マネジメントチーム及び医療施設スタッフと、8 保健区でマネジメントチームに対す

る研修を了している（指標６）。8 保健区の医療施設スタッフに対する研修は、UNICEF
の支援により実施予定。 

・ 5S 実践マニュアルに係る研修は、両州の全 10 保健区のうち 6 保健区の保健センター

を対象に実施済み（指標３）。残る 4 保健センター（サラヤ、サレマタ、クンペント

ゥム、キディラ）のうち、サレマタ保健センターでの研修は 2013 年 12 月中に実施予

定であるが、新設されたばかりの三つの保健センターについては移転準備が遅れてい

るため実施目途が立っていない。 
 

成果 2 のより詳細な達成状況は以下のとおり。 
成果２ 
州医務局及び保健区のリソース（人材、会計・財務、医薬品・医療資機材、施設・設備）

管理能力が向上する。 
指 標 達成状況 

1）2013 年までに、リソース管理の能力向上

のための仕組み（講師チーム、研修モジュ

ール、実施ガイドライン、研修枠組み、モ

ニタリング・評価方法、資金拠出方法）が

構築される。 

州医務局と保健区のリソース管理の能力向

上のためにプロジェクトが構築された。そ

の内容は以下のとおり： 
OGRIS 研修：保健センターと保健ポストの

医薬品管理、人材管理、保健情報活用を改

善するための研修プログラムが構築され

た。タンバクンダ保健区とケドゥグ保健区

を対象に、パイロット研修が実施され、そ

の過程で、教材・演習ノート、講師用ガイ
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ド、スーパービジョンツール、プレゼンテ

ーションスライドがすべて組み込まれた研

修パッケージが作成され、中央保健省と両

州の研修講師が養成された。 
財務会計研修：州医務局長、保健区長、物

品担当官、会計担当官を対象とした、物品

管理と支出管理のための研修プログラムが

構築された。教材・演習ノート、講師用ガ

イドが作成された。 
人材管理の法規制に関する研修：2013 年 11
月現在、研修内容とコンサルタント選定に

ついて検討中。プロジェクト終了時までに、

研修プログラムが構築され、研修が実施さ

れる見込み。 
タンバクンダ保健研修センターでの継続研

修（前出）：プロジェクトが構築した各種研

修プログラムを、タンバクンダ保健研修セ

ンターの継続研修プログラムに組み込むた

めの企画がされ、そのなかで、プログラム

実施に必要な仕組みが提案された。2013 年

10 月に、同企画の内容について話し合う会

議が開催され、継続研修プログラムの実施

体制、資金拠出方法とプログラムが明確に

なった。 
2）2012 年までに、5S-KAIZEN-TQM ガイド

ライン初稿が作成される。 
2012 年 7 月に「保健センターでの 5S 実践マ

ニュアル」と「保健センターでの 5S 実践の

ための講師用ガイドライン」の初稿が作成

され、関係者と共有された。 
3）2012 年までに、5S-KAIZEN-TQM 研修が

10 カ所の保健センターで実施される。 
2011 年 8 月にタンバクンダ保健センターを

対象とした 5S 研修が実施され、タンバクン

ダ保健センターが 5S 実施のモデル保健セン

ターとして位置づけられた。その後、上述

のマニュアルとガイドラインで示される研

修モデルの試験運用と 5S 講師の養成を兼ね

て、ダカールのガスパールカマラ保健セン

ターで研修モデルの試験運用を行った。

2012 年 12 月までに、グジリ、ジャンケマハ、

ケドゥグ、バケル保健センターで 5S 研修が

実施された。2013 年 11 月にマカクリバンタ

ン保健センターで実施済み。12 月にサレマ

タで研修が実施される予定。サラヤ、クン

ペントゥム、キディラについては、新しい

建物が完成しているが、電気工事が完了し

ておらず、移転のめどが立っていないため、

2013 年 7 月に開催された第 4 回合同調整委
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員会で、これらの施設が 2013 年 12 月末ま

でに移転を完了しない場合は、プロジェク

トが 5S 研修の実施を支援しないことを合意

している。 
4）2013 年までに、5S-KAIZEN-TQM ガイド

ライン最終版が作成される。 
上記の保健センターでの 5S 研修実施と並行

して、「保健センターでの 5S 実践マニュア

ル」と「保健センターでの 5S 実践のための

講師用ガイドライン」の最終版が作成され、

2013 年 7 月に、保健省の公式文書として承

認された。 
5）2013 年までに、リソース管理ガイドライ

ンが作成される。 
プロジェクトが作成したリソース管理のた

めのガイドライン・マニュアルが作成され

た。内容は以下のとおり。 
－ OGRIS 研修パッケージシリーズ 1～8

（2013 年 9 月に保健省の公式文書とし

て承認）：付属資料 10 参照 
－ 財務会計研修パッケージ：付属資料 10

参照 
 

6）2013 年までに、州医務局と保健区のマネ

ジメントチームメンバーの 80％以上が、リ

ソース（人材、会計・財務、医薬品、医療

機材、施設・設備）管理のマニュアル・ガ

イドラインやツールの運用のための研修を

受講する。 

OGRIS 研修：2012 年 10 月に、タンバクン

ダ保健区のマネジメントチームメンバー4
名と保健ポスト長 13 名が、ケドゥグ保健区

のマネジメントチームメンバー11 名と保健

ポスト長 10 名が OGRIS 研修を受講した。

2013 年 10 月には、タンバクンダ州内の残り

の 6 保健区のマネジメントチームメンバー

35 名が、ケドゥグ州内の 2 保健区のマネジ

メントチームメンバー8 名が OGRIS 講師研

修を受講した。タンバクンダ、ケドゥグ両

州医務局のマネジメントチームメンバー

は、OGRIS 研修の講師を担った。 
財務会計研修：2013 年 1 月にタンバクンダ、

ケドゥグ両州の州医務局長、保健区長、物

品・会計担当官を対象に研修が実施された。

（医療機材・施設管理については、5S 活動

として位置づけることで合意済み） 
 
（3）成果３ 

成果３の指標は達成されており、成果３は達成済み。 
州医務局及び保健区の計画策定及びモニタリング評価に係る取り組みを他州へ展開して

いくための活動に関しては、対象州以外の 12 州において、保健省公式文書として承認され

た PTA 運用ガイドラインや関連研修プログラム及びツールが USAID、ベルギー、世界基金

の支援を得て普及され、2013 年度 PTA が同ガイドラインに基づいて策定されるなど、達成

済み。5S 及び OGRIS ツールの他州への導入についても、USAID、ベルギー、ルクセンブル
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ク、フランス、UNICEF の支援を得て、各ドナーの介入地域での普及が予定されている（指

標１、２）。 
 
成果３のより詳細な達成状況は以下のとおり。 
成果３ 
プロジェクトの経験がタンバクンダ州及びケドゥグ州内外で共有される。 

指 標 達成状況 
1）プロジェクト終了時までに、計画策定と

モニタリング・評価、リソース管理の能力

改善システムに関するプロジェクトの取り

組みが認められ、他州と共有される。 

プロジェクトが構築したすべての研修プロ

グラムやツールが、保健省の関連部局から

全国 14 州の州医務局と共有された。他ドナ

ーとの協調による他州への展開も多く実施

された。（付属資料 11 参照） 
2）マネジメント能力改善に関するガイドラ

イン・マニュアルといった公式文書として

承認され、他州と共有される。 

プロジェクトが作成したガイドライン・マ

ニュアルなどの技術成果品は付属資料 10 を

参照のこと。これらは、さまざまな方法で

他州と共有された。 
 
３－４ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標はほぼ達成されており、プロジェクト目標の達成見込みは高い。 
・ 指標１「2013 年の年間活動計画書（PTA）が、PTA 運用ガイドライン記載の八つのステッ

プに基づき作成される」については、2012 年度及び 2013 年度分の PTA がガイドラインに

沿って作成されたことから、達成済み。 
・ 指標２「2013 年の活動が、PTA 運用ガイドライン記載の七つのステップに基づきモニタリ

ングされる」については、上記で作成された PTA を、州医務局による四半期調整会議にお

いて関連マニュアル及びフォーマットを用いてモニタリングを行っていることから、達成

済み。 
・ 指標３「2013 年の活動実績が、PTA 運用ガイドライン記載の三つのステップに基づき評価

される」については、2012 年度分に関して実施済みであり、2013 年度分についても 2014
年 3 月に実施される予定であることから、達成見込みが高い。 

・ 指標４「2013 年までに、5S-KAIZEN-TQM 活動が、標準化された基準とツールに基づきモ

ニタリングされる」については、保健センター内での 5S 活動に係るモニタリングのため

の基準及びツールが標準化され「5S 実践マニュアル」に統合されたほか、これらモニタリ

ング基準を用いたスーパービジョンツールが作成され、保健センターにおける 5S 研修の

一環として保健区マネジメントチームによるスーパービジョンが実施されたことから、達

成済み。 
・ 指標５「2013 年までに、各保健区において、リソース（人材、会計・財務、医薬品・医療

資機材、施設・設備）管理の改善が、既存の法や規定に従う形で、ガイドラインやツール

に基づいて計画・実施される」については、タンバクンダ州及びケドゥグ州の 2 カ所の保

健区において、「医薬品管理、人材管理、保健情報活用のためのツール」（以下「OGRIS」）
を用いた活動が適切に計画・実施されていることを現地視察において確認した。残り 8 保

健区については、OGRIS 研修を UNICEF の支援により実施する予定であることから、達成
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見込みは高い。システムの構築が進行中であるが、残りの期間でこのプログラムが制度化

されることが期待される。 
 

なお、各指標のより詳細な達成状況は以下のとおり。 
プロジェクト目標 
タンバクンダ州及びケドゥグ州の州医務局及び保健区において、成果重視マネジメント能力が

強化される。 
指 標 達成状況 

1）2013 年の年間活動計画書（PTA）が、PTA
運用ガイドライン記載の八つのステップ*に
基づき作成される。 

タンバクンダ・ケドゥグ州医務局と州内の 10
保健区の 2012 年度 PTA 策定は 2011 年度内に

行われ、おおむね PTA 運用ガイドライン記載

の八つのステップに基づいて進められた。

2013 年度 PTA 策定に関しては、2012 年 9 月に

タンバクンダ州で、10 月にケドゥグ州で PTA
作成のための研修が実施され、前年度よりも

改善された形で、PTA 運用ガイドライン記載

のステップに基づいて最終版の PTA が策定さ

れた。 
2）2013 年の活動が、PTA 運用ガイドライン記

載の七つのステップ*に基づきモニタリング

される。 

タンバクンダ・ケドゥグ州医務局と州内の 10
保健区の 2012 年度と 2013 年度の活動につい

ては、おおむね PTA 運用ガイドライン記載の

七つのステップに沿った形で行われた。州医

務局の調整会議では、「州医務局四半期調整会

議実施マニュアル」に基づいて、規定のフォ

ーマットで各保健区が PTA の進捗を報告して

いる。 
3）2013 年の活動実績が、PTA 運用ガイドライ

ン記載の三つのステップ*に基づき評価され

る。 

2012 年度の年次パフォーマンス評価は、タン

バクンダ、ケドゥグ両州で、2013 年 5 月～6
月にかけて実施され、国家レベルでは、6 月に

実施された。これらの会議で、プロジェクト

が作成した規定のフォーマットに基づいて、

パフォーマンスの報告が行われた。他方、プ

ロジェクトでは、「州レベルでデータ収集可能

なパフォーマンス評価指標の調査報告書」を

2013 年 9 月に作成し、年次パフォーマンス評

価で報告されるべき指標を、保健省の計画局

に対して提案した。2013 年度の年次パフォー

マンス評価のための会議では、これらの提案

が取り込まれ、プロジェクト終了後の 2014 年

3 月以降に実施される見込みである。 
4）2013 年までに、5S-KAIZEN-TQM 活動が、

標準化された基準とツールに基づきモニタリ

ングされる。 

モニタリングのための基準とツールが標準化

され、実践マニュアルの一部として組み込ま

れた。別途、これらのモニタリング基準を用

いた 5S スーパービジョンツールが作成され、
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5S 研修を実施したタンバクンダ、バケル、グ

ジリ、ジャンケマハで研修の一部として 5S ス

ーパービジョンが行われた。 
5）2013 年までに、各保健区において、リソー

ス（人材、会計・財務、医薬品・医療資機材、

施設・設備）管理の改善が、既存の法や規定

に従う形で、ガイドラインやツールに基づい

て計画・実施される。 

OGRIS 研修：タンバクンダ保健区とケドゥグ

保健区では既に研修が完了し、残りの 8 保健

区についても講師養成研修が完了、プロジェ

クト終了時までに各保健区で保健センターと

保健ポストを対象とした研修が実施される見

込みである。 
財務会計研修：2013 年 1 月に研修が実施され

た。 
人材管理の法規制に関する研修：2013 年 11 月

～12 月にかけて研修が実施される見込み。 
タンバクンダ保健研修センターでの継続研

修：上記の研修に加えて、PARSS が構築した

研修プログラムを、毎年、タンバクンダ、ケ

ドゥグ両州に新規に配属になる職員を対象

に、継続して実施する仕組みが、プロジェク

ト終了時までに構築される見込み。 
*ステップの詳細は下記参照。 

 
プロジェクト目標の指標１、２、３に係るステップの詳細は以下のとおり。  

指 標 ステップ 
1）PTA 作成の八

つのステップ 
1. PTA 作成の指示を発令 
2. 関係者へのオリエンテーション/研修の実施 
3. 予算の通達 
4.  確保可能予算の確認（国家予算、開発パートナー、地方自治体、その他

収入） 
5. POCL の保健分野を含めた PTA の作成及び公表 
6. 最終版の作成、承認を経て公表 
7. 中央レベルでの審査及び承認 
8. PTA の完成 

2）PTA モニタリ

ングの七つのス

テップ 

1. 保健区及び州医務局での PTA 活動モニタリング月例会議 
2. 保健区及び州医務局での四半期 PTA 活動モニタリング報告 
3. 州保健局での四半期 PTA 活動モニタリング会議 
4. 州保健局及び中央レベルの四半期 PTA 活動モニタリング報告 
5. 内部モニタリング委員会（CIS）の開催 
6. スーパービジョン 
7. 半年ごとのモニタリング 

3）PTA 評価の三

つのステップ 
1. 保健区及び州レベルのパフォーマンス評価 
2. 中央及び州レベルのパフォーマンス評価 
3. 中央レベルの年次パフォーマンス評価 

出所：（プロジェクト成果品）PTA 運用ガイドライン“Guide de Gestion du Plan de Travail Annuel（PTA）” 
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３－５ 実施プロセスにおける特記事項 

（1）プロジェクトの運営管理 
プロジェクト事務所を中央の保健省及び対象地域のタンバクンダ州に設置したことは、現

場での活動及び中央レベルとの連携強化という両方からのアプローチができ、日本人専門家

とカウンターパートのコミュニケーションも円滑に行われたことから、活動の効率性にも貢

献したといえる。 
中間評価調査で提言された関係者間のより良い調整のためのワーキンググループの設置

は、迅速に実行された。プロジェクトの合同調整委員会に加え、ワーキンググループでは具

体的活動や指針を議論するための場として 2013 年に 2 回ほど開催され、PDM の改訂も行わ

れた。また、ワーキンググループは合同調整委員会の準備作業の場としても活用され、正式

な場で議論される前にワーキンググループで情報共有、事前合意などが行われ、活動の効率

性を促進した。ワーキンググループ設置の提言がセネガル側から出されたこと自体がセネガ

ル側のオーナーシップの高まりの証左であるが、設置後は実際に関係者間のコミュニケーシ

ョンが改善したとの声が多く聞かれ、ワーキンググループがオーナーシップのさらなる向上

に寄与したことが確認できた。 
さらに、毎週月曜日に中央レベルでプロジェクト活動に関する定例会が実施されており、

現場レベルでの活動進捗状況が中央のプロジェクトディレクターはじめカウンターパート

と共有されている。上述の合同調整委員会及びワーキンググループに加え、プロジェクトモ

ニタリングは適切に行われていたといえる。 
プロジェクト運営管理に支障を及ぼしたものではないが、予算の公表に関する声が聞き取

り調査で確認された。これは、他ドナーが資金援助なのに対し、JICA は技術支援という他と

は異なる支援方法であることが適切に理解されていないことに起因すると思われる。しかし

ながら、プロジェクト 3 年目の活動経費については第 4 回合同調整委員会の際にセネガル側

に提示している。 
 
（2）カウンターパートのオーナーシップ 

カウンターパートへの聞き取り調査から、政策レベルにおける高いオーナーシップが確認

された。各種ガイドライン作成は日本人専門家の支援により関係者の完全な参加型で行われ

多くの議論を重ねて完成され、承認されたガイドラインは既にセネガル政府の文書として認

識、活用されている。また、5S 活動に関してもその効果に高い評価を得て、現在は保健大臣

からすべての関係施設において 5S の導入を行う旨の政策的コミットがなされている。 
現場レベルにおいても、プロジェクト活動に対する認識は大変高く、5S 活動や OGRIS 研

修の成果を目に見える形で確認している保健施設では、継続的なモニタリング活動が重要で

あるという認識をもって今後の継続性に備えていることが現地視察で確認されている。 
 
（3）他ドナーとの連携 

プロジェクトでは開始当初から全国展開を見据え、活動の過程で他ドナーとの連携を重視

してきた。特に中央の調査計画・統計計画局を主なカウンターパートとするベルギー開発庁

（Agence Belge de Développement：CTB）によるガバナンス改善プログラム（PAGOSAN）と

は、保健システム強化という目標の一致から、POCL ガイドライン作成過程において PARSS
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プロジェクトの対象州と PAGOSAN プロジェクト対象州の関係者が一緒に議論を行った。ガ

イドライン作成にあたっては、印刷代を PAGOSAN プロジェクトが負担し予算の面でも連携

が行われた。 
また、PTA 運用のための研修は、USAID、CTB、世界基金等の支援によりタンバクンダ州・

ケドゥグ州以外の 12 州でも展開され、PTA 運用強化のためのいくつかの活動は、日本政府

拠出の UNICEF・マルチバイ連携案件の支援により実施された。今後は、USAID はじめ CTB、
ルクセンブルク開発庁（LUXDEV）、フランス開発庁（AFD）が他の 12 州の 5S 研修や OGRIS
研修を支援することを表明しており、プロジェクトの成果が他ドナーの支援によってプロジ

ェクトの対象州外にも展開されることで自立発展性に寄与し、連携の成果は非常に高い。 
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第４章 評価結果 
 
４－１ 妥当性 

以下のとおり、プロジェクト目標とセネガル保健政策、ターゲットグループのニーズ、日本の

援助政策と合致していることから、本プロジェクトの妥当性は高い。 
 
（1）セネガルの保健政策とプロジェクト目標の整合性 

セネガル国「国家保健開発計画（PNDS）2008-2019」においては、保健ガバナンス改善の

重要性が強調されており、その主要な要素として成果重視マネジメントの強化が明記されて

いる。したがって、プロジェクト目標である成果重視マネジメント強化はセネガルの保健政

策に合致する。 
 
（2）ターゲットグループのニーズとプロジェクト目標の一致 

ターゲットグループのニーズに関しては、本プロジェクトは、保健指標が総じて悪い状況

にある対象 2 州において、州医務局、保健区、保健センターといった保健システムの根幹と

なる機関を直接裨益対象者とすることで、これらの組織全体のマネジメント能力の向上、ひ

いてはサービスの質の向上をめざすものであるため、対象 2 州のニーズに合致する。 
 
（3）日本の援助方針とプロジェクト目標の整合性 

日本の対セネガル援助方針は、重点分野として基本的な社会サービス提供の向上を掲げて

おり、特に母子保健に係るミレニアム開発目標（MDGs）の達成をめざすものとしている。

また、「国際保健政策 2011-2015」においても、持続的な保健システム強化を通じた MDGs
達成を目標とし、そのためのアプローチとして科学的根拠（エビデンス）に基づく保健シス

テム強化の促進を謳っている。さらに、JICA のセクター協力プログラム「保健システム強化

プログラム」においても、その目標である母子保健サービスの改善の前提となる、保健シス

テムのマネジメント強化を支援するものとして、本プロジェクトは重要な位置を占めている。 
 
４－２ 有効性 

本プロジェクトの目標はおおむね達成されており、また、三つの成果も効果的に構成されてい

る。以下の理由から有効性は非常に高い。 
 
（1）成果１ 

成果１において、州医務局及び保健区における PTA の策定及び評価モニタリング能力の向

上を支援した。その結果、PTA が適切に策定されたことで、達成すべき成果（目標）の同定、

諸活動の優先順位の明確化が可能となり、年間の活動をこれらに基づいて計画的に実施する

ための下地が整った。PTA 実施状況のモニタリング評価の段階においても、「州医務局四半

期調整会議実施マニュアル」及び「保健区月例調整会議実施マニュアル」の導入によって報

告すべき項目が標準化されたことで、州医務局及び保健区が行うべき活動の進捗状況が漏れ

なく報告されるようになっただけでなく、計画変更や進捗の遅れに関する原因が分析された

り会議の場で議論されたりするようになったことが、調整会議で用いられた資料や議事録か
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ら確認されている。 
 
（2）成果２ 

成果２は、成果１によってより戦略的・効率的に実施することが可能となった PTA 運用に

係る一連の活動（計画策定・実施・モニタリング評価）が確実に実施されるための支えとし

て位置づけられる。すなわち、5S や OGRIS といったリソース管理ツールの導入によって、

限られたリソースを適切に把握・管理することで効果的に活用していく必要があること、デ

ータを継続的に収集し分析することで現場レベルでの活動が PTA に記載された目標・成果に

結びついているかを検証していく必要があること、そしてその分析結果や教訓に基づいて次

年度の PTA を計画していく必要があることが、保健ポストから保健センター、州医務局に至

る保健システムの各段階の実務者によって明確に意識されるようになった。その結果、医療

施設において、季節性の疾病傾向に関するデータに基づきコミュニティ要員を増員したり、

夜間分娩が可能となるように宿直体制を見直したりするなど、事実の分析に基づいた業務改

善及びその実施に必要な予算の確保が図られるようになっていることが関係者へのヒアリ

ング及び現場視察から確認された。 
 

＜OGRIS 成果による業務改善の具体的事例＞ 
これまで保健ポストでは収集したデータを保健区に報告するのみであったが、保健ポ

ストレベルで自ら問題分析・解決及び提案ができるようになったことが大きい。これに

より、保健区長の業務負担が減ったことも確認できた。 
・ マラリア患者数の把握・グラフ化により、マラリア患者数の増加が確認されたた

め、国家マラリアプログラムにそのデータをもって支援を要請したところ、新た

に 3 名のコミュニティヘルスワーカー（Dispensateur de soins à domicile ：DsDom）

を雇うことが実現した。 
・ 出産数と産前健診数のギャップ分析により、保健ポストでの出産数が少ないこと

に気づき、その理由は当直の体制不備が原因であることが分かった。その後、保

健委員会の拠出により保健ポストの施設内にポスト長の住居が建設され、また当

直の勤務時間も設定された。その結果、保健ポストでの出産数が増加した。 
・ 疾病数の把握・グラフ化により、住民のニーズに合致した啓発のテーマを適切に

選び、啓もうすることが可能になった。 
・ データ把握により、事実に基づいた保健委員会への予算申請が可能となり、保健

委員会とのコミュニケーション・保健委員会による保健ポストの活動への理解が

高まった。 
 
（3）成果３ 

成果３は、対象州におけるプロジェクト活動の成果が、今後も保健省の通常業務の一環と

して組織的・継続的に実施されるためには不可欠のコンポーネントである。また実際、これ

らの成果が保健省本省による承認・公式化を経て、他ドナーとの連携により対象州以外の州

にも共有されたことが確認されている。 
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以上より、本プロジェクトにて設定された三つの成果はロジックの面でも整然としており、

またプロジェクト目標を達成するうえでいずれも必要不可欠かつ十分なものであった。 
 
（4）外部条件の影響 

1）活動が成果に結びつくための外部条件 
① 研修を受けたカウンターパートがプロジェクト成果達成に影響を及ぼすほど異動し

ないこと 
プロジェクト開始当初より、タンバクンダ、ケドゥグ両州は全国でも特に職員の入

れ替わりが多いことが懸念されており、実際、プロジェクト実施中にもカウンターパ

ートの交代があったが、新しい担当者に対してプロジェクト側から迅速な巻き込みを

図り、適切な対応をとったため、成果達成に影響することはなかった。 
② 一方で、保健センターの活動レベルでは、5S の講師養成研修において本来保健センタ

ーから 4 名の講師が養成されるべきところタンバクンダ保健センターでは 2 名のみが

養成され、その 2 名が異動したのち 5S を指揮する人材がいなくなったことが現地調

査で確認された。異動による活動停滞を防ぐためには、プロジェクトで実施された講

師養成研修のあと、要請された講師が自身の所属機関の部下/同僚に対して確実な技術

移転を行う必要を改めて示唆している。 
 

2）成果がプロジェクト目標に結びつくための外部条件 
① セネガル側が適切にプロジェクト活動のための予算措置・人員配置を行うこと 

関連部局から人員は適切に配置されたが、活動運営費はほぼ日本側の負担となり、

これは今後の自立発展性に影響する因子であるが、有効性に対しては重大な影響を及

ぼしていない。 
② セネガル側が PTA 実施に必要な予算措置を行うこと 

PTA の実施に必要な予算の少なくとも一部は、PTA 策定時に判明している国家予算

の配賦額とドナーの活動方針を勘案して活動が組まれるため、確保され得ると考えら

れる。他方で、PTA 策定時にすべてのドナーの活動方針が明らかになっているとは限

らないこと、またドナーの活動方針に沿って組み込まれた活動であってもディスバー

スの遅れにより年度後半に活動が集中してしまうといった事態が起これば予算が確

保されていても活動の実施が困難になること、さらに事前配賦額が判明している国家

予算は経常経費に係る部分のみであり、活動予算の方は PTA 提出後に、PTA の内容を

必ずしも反映しない形で決定されることから、州医務局や保健区レベルでの予算確保

の努力がどの程度 PTA 実施に結びつくかは定かでない面が大きい。とはいえ、PTA が

戦略的に策定され、計画的に実施され、その実施状況が成果に照らして評価モニタリ

ングされる、という体制がプロジェクトによって一定程度整えられていることから、

「成果に基づくマネジメント強化」というプロジェクト目標自体はプロジェクト成果

の達成により達成可能と考えられる。 
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４－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は以下の点から高いと判断される。 
    
（1）ワーキンググループの設置による効率的な運営実施 

中間レビュー調査を通じて、プロジェクト関係者間のコミュニケーションに課題があるこ

とが明らかになったことから、ワーキンググループの設置が提言された。これを受けてワー

キンググループが設置されたことにより、関係者間で具体的活動内容や指針を議論し事前に

合意を得ることが可能となり、効率的な運営実施につながった。また、プロジェクト事務所

を対象州のみならず保健省本省にも設置したことで、現場での活動成果を本省に効果的に共

有したり、本省と緊密に連携したりすることが可能となったことも、効率性の発現に貢献し

た。 
 
（2）適切な投入・ローカル人材の効率的な活用 

日本人専門家及び現地業務費の投入についても、3 年間で多くの質の高いガイドラインが

完成し、セネガル側や他ドナーからも高い評価を得ていることから、産出された成果に対し

てこれらの投入は量・質・タイミングともに適切であったといえる。加えて、計画・モニタ

リング評価や財務会計のための研修プログラムの構築を、当該分野の経験が豊富なローカル

コンサルタントに委託するなど、ローカル人材の効率的な活用も行われた。 
 
（3）対セネガル保健セクター協力プログラムに含まれる他案件との相乗効果 

後に、本プロジェクトの枠組みでは本邦研修は実施されなかったが、対セネガル保健セ

クター協力プログラムに含まれる他案件によって実施された本邦研修（5S-KAIZEN-TQM に

よる保健医療サービスの質向上）に参加した保健省の人材が本プロジェクトのカウンターパ

ートとして複数名配置されていることも、効率的なプロジェクト実施に寄与したといえる。 
 
４－４ インパクト 

上位目標の達成見込みを評価するのは時期尚早であるが、その指標となっている MDGs 関連指

標（乳幼児死亡率、母子保健の改善、三大感染症のまん延防止）に着目し、本プロジェクトの後

継案件や協力プログラムに含まれる他の技術協力案件を通じて、事後評価までにその達成見込み

を協力プログラム全体として継続的に検証していく。なお、プロジェクト開始時点のベースライ

ンとなるデータは DHS2012 により以下のとおり確認済みである。 
 

表－３ 上位目標の指標に係る保健統計調査データ 

 
指 標 

全国平

均 
タンバ

クンダ 
ケドゥ

グ 

死亡率 
減少 

乳幼児死亡率（対 1,000） 47 49 68 
5 歳未満児死亡率（対 1,000） 72 100 154 
すべての予防接種を受けた 12～23 カ月の子ども（％） 63 47 40 
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母子保

健改善 

妊産婦死亡率 392 N/A N/A 
資格のある医療従事者による出産介助（％） 65 32 25 
避妊具の使用率（％） 13 4 7 
15～19 歳で出産/妊娠中（％） 19 40 37 
資格のある医療従事者による産前健診受診率（％） 93 79 83 
必要な家族計画を実行していない割合（％） 29 26 32 

感染症

対策 

HIV/AIDS 感染率（15～49 歳女性）（％） 0.8 1.6 2.5 
HIV/AIDS 感染率（15～49 歳男性）（％） 0.5 1.2 0.7 
婚姻（同居）関係外でのコンドーム使用率 N/A N/A N/A 
15～24 歳人口の HIV/AIDS に関する知識保有率（女/男） 67/76 48/55 56/59 
10～14 歳人口の、親がいる子どもの出席率に対する孤児

の出席率（AIDS 孤児のインパクト） 
N/A N/A N/A 

HIV 感染患者のうち抗レトロウイルス薬にアクセスでき

る割合 
N/A N/A N/A 

マラリアによる死亡率 N/A N/A N/A 
insecticide-treated 蚊帳を使用している 5 歳以下の子ども

（％） 
35 37 54 

5 歳以下で発熱がある場合に抗マラリア剤が投与されて

いる割合（％） 
8 20 2 

結核患者発見、感染率、死亡率 N/A N/A N/A 
DOTS プログラムによって治療された結核患者の割合 N/A N/A N/A 

出所：Enquête Démographique et de Santé à Indicateurs Multiples, Sénégal（EDS-MICS）2010 -2011, Agence National de la Statistique 
et de la Démographie（ANSD）Dakar, Sénégal, Février 2012 

 
また、プロジェクト実施によって以下に示すインパクトが確認または期待されている。なお、

負のインパクトはみられない。 
 
（1）「保健システム強化プログラム」における案件間の相乗効果 

本プロジェクトによって 5S 活動に関する研修プログラムや各種ツールが開発されたこと

で、5S 活動をコンポーネントに含む母子保健ケアモデルの全国展開をめざす技術協力プロジ

ェクト「母子保健サービス改善プロジェクト フェーズ 2」（PRESSMN2）との技術的な相乗

効果が発現している。 
また中期的には、本プロジェクトによって整備された職場環境と強化されたマネジメント

能力を基盤として、PRESSMN2 のめざす母子保健サービスの改善や妊産婦の施設利用率の向

上が促進されるよう相乗効果の 大化を追求していく。 
 
（2）他ドナーとの連携による正のインパクト 

各種ガイドライン等の策定・改訂のプロセスにおいて当初より他ドナーの巻き込みを積極

的に図ったことで、本プロジェクトの対象 2 州以外の州へのプロジェクト成果の展開に向け

た他ドナーとの連携が可能になった（UNICEF、USAID、ベルギー、ルクセンブルク、フラ

ンス）。さらに本プロジェクトが作成した PTA ガイドラインを基にベルギーが実施するプロ

ジェクトによって「ePTA」（インターネット上で PTA 活動の内容や進捗を共有できるプラッ
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トフォーム）が開発され、試行を経て 2014 年末までに完成されることが予定されている。 
 
（3）外部条件の影響 

当初計画のなかで、上位目標達成のための外部条件として、①セネガル側がプロジェクト

成果を維持・発展させるための予算措置・人員配置をタイミングよく行うこと、②国家保健

開発計画（PNDS）及びセクター中期支出計画枠組み（Cadre de Dépenses Sectorielles à Moyen 
Terme：CDSMT）が変更されないこと、③保健人材開発計画（Plan National de Développement 
Ressources Humaines de la Santé：PNDRHS）が認証、執行されることの 3 点が特定されてい

た。①は次項の「自立発展性」で述べるとおりであり、②の政策に変更はなく、③の保健人

材開発計画は 2012 年に承認され、助産師の僻地雇用の促進、保健省公務員を新たに 500 名

雇用する計画も進められていることから、これら外部条件はおおむね満たされる見込みであ

る。 
 
４－５ 自立発展性 

プロジェクトの成果が今後定着していく可能性は、終了時評価時点において、制度面及び技術

面では高いといえるが、財政面での努力が求められる。 
    
（1）政策/制度面 

プロジェクト活動の成果として作成された主要なガイドラインがほぼすべて国家文書と

して承認されていること、本プロジェクトの一つの柱である 5S 活動を全国の医療施設に導

入するというセネガル側の政策的イニシアティブが顕著にみられること、またこれらの結果

として対象 2 州以外の州への展開も既に実現しつつあることから、政策面での持続性は高い

といえる。 
対象州においても、州保健研修センター（CRFS）を有するタンバクンダ州においては、

本プロジェクトにより構築された各種研修が、同センターの継続研修プログラムへ統合され

る見込みであり、これが実現すれば異動してきた職員に対する体系的な能力強化が可能にな

り、制度的な持続性の発現が期待される。 
 
（2）財政面 

上述のとおり政策面・制度面での高い持続性が期待されるこれらの活動が、継続的に実施

され組織文化として定着していくためには、州保健行政及び医療施設への新規配属者に対す

る継続研修や定期的なスーパービジョンを実施するための予算が保健省側で適切に手当て

されることが不可欠である。本プロジェクトでは、各種研修の実施に必要なコストをパッケ

ージとして提示することで保健省による予算措置や他ドナーの動員の一助としており、実際

諸ドナーと保健省との連携がプロジェクト活動を通じて以前よりも円滑になったことから、

今後も活動継続のための財政支援を獲得するための調整が保健省によって積極的に推進さ

れることが期待される。 
 
（3）技術面 

各種ガイドラインやマニュアルが常に参加型で作成・改訂されてきたことから、研修実施
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も含め技術面での持続性は高い。他方で、5S や OGRIS に関する活動の定着のためにはスー

パービジョンの実施が不可欠であることから、他の国家プログラム等で通常行われるルーテ

ィンスーパービジョンの機会を活用できるよう、保健省及び州医務局での緊密な情報共有・

連携が重要である。 
 

４－６ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
・ セネガルの国家保健開発計画と日本の援助方針との整合性が、プロジェクトの妥当性及

び政策的/制度的持続性を促進した。 
・ プロジェクトの計画段階において全国展開を見据えたコンポーネントを計画していた点

も、他ドナーを巻き込む必要性に係る認識を関係者が比較的早い段階で共有することを

促し、本プロジェクトのインパクトや政策的・財政的な持続性の発現に貢献した。 
 

（2）実施プロセスに関すること 
・ ガイドライン等の作成プロセスに関し、まず作成されたドラフトに基づいて試行し、改

訂し、 終化するという全プロセスにカウンターパートはじめ関係者を広く巻き込みコ

ンセンサスをとりながら参加型で作業を進めたことが、カウンターパートのオーナーシ

ップを醸成するとともに、効率性やインパクト、技術的持続性の発現に貢献した。例え

ば PTA 運用ガイドラインについては、まず 2011 年 7 月に初稿が作成されたあと、2012
年 8 月に保健省による承認を得ており、この 1 年強の期間に他ドナーの巻き込みを図り

ながら対象州における試験運用と改訂を重ねたことで、本プロジェクト開始当初は計画

のための計画にすぎなかった PTA が、根拠データに基づいて具体的な目標を伴う形で適

切に作成・モニタリング・評価されるようになっただけでなく、対象州以外の 12 州に

おいても 2013 年度 PTA が本プロジェクトの成果に基づき策定された。 
 
４－７ 効果発現を阻害した要因 

（1）計画内容に関すること 
・ 成果２における活動範囲が医療機材・施設管理・人材・会計等多岐にわたっており、そ

の具体的内容や支援対象が明確にされないままにプロジェクトが開始されたため、プロ

ジェクト期間の途中で支援範囲に関してセネガル側との認識共有が必要となった。 終

的に、医療機材・施設管理への支援は 5S 活動によってカバーする旨が合意されたが、

こうした調整にかかった時間的コストは効率性の阻害要因といえる。 
・ 本プロジェクトは、保健センターや保健ポストといった一次医療施設を所掌する保健総

局をカウンターパートとして実施されてきたが、成果 1 の計画策定能力向上に係る活動

を所掌するのは保健総局に含まれない計画局であったため、PTA 策定に係る活動を進め

る際に、この二つの部署間での調整が必要となった。実際には日本人専門家とこれら二

つの部署の関係者とのコミュニケーションにより、両部署と共に活動を進めることがで

きたが、プロジェクトのコンポーネントにかんがみると、これら 2 部署を共にカウンタ

ーパートとすることが理想的であったといえる。 
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（2）実施プロセスに関すること 
・ プロジェクトの活動計画（PO）に関する認識が必ずしも関係者間で共有されていないと

いう点が中間レビュー調査で指摘されたが、ワーキンググループの設置を通じてコミュ

ニケーションを改善することでこの点は解決した。 
・ 5S 研修に関し、指導者研修の受講者が立て続けに異動したため、当該医療施設での 5S

活動を指揮するに適した人材が不在となり、5S 活動の継続が阻害されたケースがあった。

こうした事態は、5S 活動に限らず、指導者研修の受講者が異動前に確実に所属組織内で

研修を実施することで防ぐことができる。ただし研修を行うだけでは、組織内での活動

の継続・定着には十分ではなく、当該医療施設が全体としてその活動を継続的に実施す

るための仕組みをいかに構築するか（組織化）についても、セネガル側で考慮される必

要がある。 
 

４－８ 結 論 

評価 5 項目に関し、中間レビュー調査での軌道修正の甲斐もあって、妥当性、有効性について

は非常に高いレベルで効果が発現していること、効率性についてもこれを担保するためのさまざ

まな工夫がなされ、比較的高い効果が発現していることが確認された。インパクトについては、

特にプロジェクト成果のスケールアップに関する取り組みが高い効果を上げている。他方、自立

発展性については政策・組織面では比較的高いと判断されるものの、自立発展性の発現をより確

実なものにするためには特に財政面と技術面に関してセネガル側のより一層の努力や工夫が必

要である。全体としては、プロジェクト期間中にプロジェクト目標をおおむね達成すると見込ま

れるため、本プロジェクトの実施期間についても当初の予定から変更する必要はないと結論づけ

ることができる。 
なお、要請されている次期プロジェクトが適時に採択・形成・実施されるためには、第５章で

述べる提言事項が着実に実行されていくことが必要である。 
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第５章 提言・教訓 
 

５－１ 提 言 

（1）プロジェクト終了までの活動に対する提言 
 活動内容 担当部局 

1 5S 及び OGRIS の活動モニタリングが、州保健局及び保健区の

マネジメントチームによるスーパービジョン活動に統合される

こと。 

州保健局、保健区 

2 UNICEF 資金による実施が合意されている各種研修をタンバク

ンダ州・ケドゥグ州で確実に実施すること。 
州保健局、保健区 

3 三つの新設保健センター（サラヤ、クンペントゥム、キディラ）

への早急な機能移転を行い、5S 研修を実施すること。 
ただし、2013 年 12 月末までに移転が完了しない場合は、当該

センターでの 5S 研修の実施は本プロジェクトの支援の対象外

とする。 

保健省 

 
（2）プロジェクト終了後の活動に対する提言 

 活動内容 担当部局 
1 タンバクンダ州保健研修センターの継続研修に、各種研修プログ

ラムが確実に組み込まれること（企画書に沿って運営体制が整備

されるとともに、必要な予算が確保され、各種研修プログラムが

継続研修の一環として実施されることが望ましい）。 

保健省人材開発局

2 講師養成研修後、養成された講師が確実にカスケード研修を実施

するようにすること。 
州保健局、保健区

3 プロジェクト活動を他州へ展開すべく、既に支援をコミットして

いるベルギーやフランス、ルクセンブルク等のドナーとのしかる

べき調整の下、活動を確実に実施すること。 

保健省保健総局 

4 諸ドナー、地方自治体、企業等のさまざまなパートナーとの連携

を継続することにより、PTA をさらに実効的なものにすること。 
州保健局、保健区

 
５－２ 教 訓 

＜保健システムマネジメント強化に係る事例として＞ 
    
（1）プロジェクト形成時点における活動範囲の明確化 

本プロジェクトにおいては、プロジェクト形成時の支援範囲が明確でなく、相手国に必要

以上の期待を抱かせてしまった結果、中間レビュー調査において支援範囲を限定すべく各種

調整が必要となった。このことから、プロジェクト形成時には可能な限り支援内容を明確化

したうえで合意することが、よりスムーズな活動実施につながるといえる。 
 
（2）カウンターパートの決定 

プロジェクト活動を円滑に実施するためには、先方政府とプロジェクト内容を明確に共有

したうえで、活動内容を所掌する部局を適切にカウンターパートとして配置することが重要
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である。また、活動内容が多岐にわたるために複数の部局をカウンターパートとする必要が

ある場合には、カウンターパート部局間の調整体制も考慮する必要がある。 
 
（3）オーナーシップ醸成のための措置 

本プロジェクトは、作成された文書をセネガル側が自分たちのものとして継続的に活用し

ていくことを促進するために、各種ガイドラインの作成過程において、初稿ドラフト作成後、

そのドラフトの試行運用を行うことで有効性を検証し、その結果について関係者と議論しそ

の意見を反映しながら改訂を重ね、最終化し公式承認を得るというプロセスを踏んだ。この

一連のプロセスはいずれも 1 年～1 年半の期間を要するものであったが、ガイドラインの作

成自体が目的化し、実際の活用段階に入る前にプロジェクトが終了を迎えるというケースが

多いなか、オーナーシップの醸成のために有効なアプローチであったといえる。また、ワー

キンググループを設置することでカウンターパートとの円滑なコミュニケーションを図る

とともに、活動に係る情報共有や合同調整会議に備えた事前準備・合意形成を行ってきた点

も、オーナーシップの醸成に大変有効な実践であったといえる。 
 
（4）プロジェクトが保健省と他ドナーとの間に果たすカタリスト的役割 

本プロジェクトでは、開始当初から持続性に考慮し、プロジェクト活動の一部を UNICEF
資金で実施したり、他州への展開に関して他ドナーの協力を得たりするなど、効果的なドナ

ー連携の下に活動を実施してきた。この成功の背景としては、プロジェクト活動に関する情

報発信や会議への招待等を通じてドナーの巻き込みを図ったことに加え、保健省自身がドナ

ーに資金を申請しやすいよう、研修パッケージごとに必要な経費を明示したことが挙げられ

る。持続性が財政的理由から阻害されるケースが多くあるなかで、このアプローチは大変有

効である。 
 
（5）セネガル関係者内の情報共有と調整（特に州・保健区レベルと中央レベル） 

州及び保健区を活動の拠点とするプロジェクトの場合、州・保健区での活動の有効性が持

続するためには、本省の関係者がプロジェクトにより創出された成果や知見を深く理解し、

その内容を政策・制度に適切に反映したり、効果的なスーパービジョンを行ったりできるこ

とが肝要である。特に保健システムのマネジメントは、保健システム全体が統一的かつ有機

的なしかたで機能することで初めて全体的な保健サービスの質の向上につながるものであ

るため、保健システムの各レベルにおけるそれぞれの努力に加えて、システム全体を統括す

る本省による関与・調整が欠かせない。 
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第６章 総括所感 
 

団長としての主な考えは、第５章の提言及び教訓に示したとおりであるが、特に、各種ガイド

ライン及びマニュアル・ツールの策定に関し、＜ドラフト作成→ドラフトに基づく試行→試行結

果に基づく改訂→国家承認＞というプロセスを専門家チームがカウンターパートと協働で進め

たこと、この過程でカウンターパートのなかから講師を養成しつつ、彼らが「自分たちが作った

もの」ととらえることができる形で国レベルの成果品を完成させたことは、案件の広域展開の土

台づくりという観点から非常に重要であったと考える。すなわち、こうした一連のプロセスを経

たことにより、カウンターパートは、本プロジェクトの成果に対し強いオーナーシップを有する

とともに、これを広域に展開していくために必要な技術を習得するに至った。その結果、既に PTA
策定の事例等でみられるように、カウンターパートが他ドナーの資金等を動員して自らプロジェ

クト成果を広域に展開していくことが可能となっており、これは他の類似案件にも適用可能なグ

ッドプラクティスであると考えられる。 
他方、本プロジェクトの成果がセネガルにおけるユニバーサル・ヘルス・カバレッジ1の実現に

具体的に貢献していくうえでは、この成果が広域に展開されるのみならず、各州で策定される

PTA が国レベルのセクター計画とより密接に連動することや、各 PTA を的確に実行するために必

要な資金が予算配分や診療費等により保健局・保健区・保健センター・保健ポストに的確に手当

てされることなどが不可欠である。この点、国レベルのセクター計画については、これまでの中

期的財政支出の枠組みを見直し、3 年単位の計画を策定する作業が進行している。また、予算配

分については、国家予算のなかで保健医療支出が占める割合は 10％前後にとどまり、その大部分

が第三次医療に向けられているなか、一部の州において第一次・二次医療機関に対する成果連動

型拠出（Result based Financing）の取り組みが米国や世銀等の支援により試行されており、今後も

その拡充が予定されている。診療費については、現在、2017 年までの皆保険をめざした医療保険

制度改革2が進行中である。次期プロジェクトの設計に際しては、インパクトの最大化の観点から、

こうした取り組みの動向を十分に踏まえるとともに、適切な範囲において、関連の活動をスコー

プに組み入れることや、これと連携する円借款案件を組成することなども広く視野に入れた検討

を行うことが肝要であると考える。 
 

                                                        
1 「すべての人が、適切な健康増進、予防、治療、機能回復に関するサービスを、支払い可能な費用で受けられる」ことを指

す。 
2 Couverture Maladie Universelle戦略。なお、2017年時点での目標値は75％とされているが、資料により異なる場合がある。 
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